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【全体指標】 

市民意識調査「島田市のことが好きですか」における島田市のことが好きな市民の割合 
（「とても好き」又は「まあ好き」と回答した市民の割合） 

 

 

                      ☆指標の構成 

                       

 

 

 

令和２年度 
（基準値） 

令和４年度 
実績値（参考） 

令和５年度 
実績値（参考） 

令和６年度 
実績値 

目標値 
（めざそう値） 

75.8 75.1 77.9 76.1 81.0 

指標と目標値について 
【階層１】第２次総合計画後期基本計画の全てを包含

する目標として、「島田市のことが好きな市
民の割合」を最上位に設定しています。 

【階層２】主要な取組を包含するものとして、施策の
柱ごとに設定しています。 

【階層３】主要な取組の進捗を測るものとして、施策
単位ごとに設定しています。 



基準値 目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

Ｒ６
実績値

評価
（基準値との比較）

57.0% 61.0% 55.1% 58.1% 55.8%

78.4% 基準値以上 82.9% 82.2% 80.8%

58.0% 60.0% 57.4% 59.0% 54.5%

80.0% 基準値以上 82.8% 79.0% 78.6%

61.5% 65.0% 60.9% 59.7% 52.3%

59.0% 65.0% 63.6% 61.2% 56.4%

56.6% 66.0% 61.9% 59.1% 60.4%

60.4% 63.5% 65.6% 66.2% 61.0%

62.8% 70.0% 66.3% 66.2% 62.2%

29.3% 32.0% 35.5% 34.9% 31.6%

26.1% 29.0% 33.0% 30.4% 29.2%

13.8% 15.0% 17.1% 15.6% 13.8%

20.6% 23.1% 21.3% 21.5% 18.4%

42.4% 50.9% 46.0% 45.2% 38.2%

64.7% 90.0% 61.3% 62.0% 60.1%

81.3% 85.0% 78.0% 78.2% 79.7%

89.0% 基準値以上 87.7% 87.2% 89.8%

89.4% 基準値以上 88.7% 89.6% 88.3%

60.9% 63.4% 65.2% 62.2% 58.2%

19.8% 30.0% 18.9% 16.4% 13.5%

576位 480位 480位 491位 703位

56.9% 64.4% 51.6% 51.9% 55.0%

47.5% 54.2% 51.3% 48.1% 49.9%

46.2% 52.0% 46.8% 45.3% 45.3%

66.4% 70.9% 65.2% 64.6% 67.8%

45.3% 基準値以上 53.2% 55.6% 45.5%

46.4% 53.9% 54.4% 53.3% 49.0%

44.3% 50.0% 49.5% 49.4% 48.8%

市民意識調査「周辺市町との連携によるまちづくりの推進」における市民満足度

28 ７-４ 公共施設を賢く持って、賢く使う 市民意識調査「公共施設の質・量・管理費の適正化」における市民満足度

27 ７-３ 都市間連携による地域の活性化を進める

16項目
(57.1%)

12項目
(42.9%)

基準値比較 R5 R4R６

19項目
(67.9%)

12項目
(42.9%)

16項目
(57.1%)

９項目
(32.1%)

21 ５-３ 誰もが暮らしたい、関わりたい、魅力ある地域をつくる 都市の魅力度（地域ブランド調査）

22 ６-１ 便利で魅力あるまちの拠点をつくる 市民意識調査「コンパクト・プラス・ネットワークの推進」における重要度

24 ６-３ 地域と地域の活発な交流を支える道をつくる

市民意識調査「住宅地の整備や良質な住まいづくりの促進」における市民満足度23 ６-２ 安全で快適な生活基盤を整える

市民意識調査「主要な道路の整備」における市民満足度

25 ７-１ みんなの協力でまちをつくる 市民意識調査「住民の市政への参加の推進」における重要度

７-２ 安定的・継続的な市民目線の行財政運営を進める 市民意識調査「市の財政の健全運営」における市民満足度26

18 ４-４ 住みよい生活環境をつくる 市民意識調査「住みごこちがよい」と感じる市民の割合

19 ５-１ 培われた歴史・文化で地域への理解と愛着を深める 市民意識調査「歴史を活かしたまちづくり」における市民満足度

20 ５-２ 島田を知り、好きになってもらう 市民意識調査「情報発信力がある」と感じる市民の割合

15 ４-１ 地域循環共生圏を形成する 市民意識調査「地域循環共生圏の形成」における重要度

16 ４-２ みどり豊かな自然を守り育む 市民意識調査「森林などの自然環境の保全」における重要度

17 ４-３ 水資源と水環境を守る 市民意識調査「水資源・水環境の保全」における重要度

12 ３-３ 商店街や個店を支援し、地域のにぎわいを生み出す 市民意識調査「魅力ある商店街づくりなどの商業振興」における市民満足度

13 ３-４ 地域の特色を活かした農林業を進める

14 ３-５ 地域の魅力を活かした観光振興を図る 市民意識調査「地域の特色を活かした観光の振興」における市民満足度

市民意識調査「農林業の振興（生産基盤の整備・後継者育成等）」における市民満足度

9 ２-５ 生涯を通じてスポーツを楽しむ人を増やす 市民意識調査「生涯スポーツへの支援」における市民満足度

10 ３-１ 地域で働く人を増やし、地域経済を発展させる 市民意識調査「雇用の確保・創出」における市民満足度

11 ３-２ 世界に誇れる技術を持った中小企業を育てる 市民意識調査「企業への支援や誘致などの工業振興」における市民満足度

6 ２-２ 地域ぐるみの教育環境をつくる 市民意識調査「地域ぐるみの教育環境の充実」における市民満足度

7 ２-３ 豊かな心を育む教育を進める 市民意識調査「小・中学校教育の充実」における市民満足度

8 ２-４ 地域で学びの力を発揮する人材を育てる 市民意識調査「生涯学習への支援」における市民満足度

施策の柱

1 １-１ ここに住むすべての人の安全な生活を守る 市民意識調査「地震・水害など災害に強いまちづくり」における市民満足度

2 １-２ 健康で自分らしく暮らす 市民意識調査「健康の増進（健康診断や予防対策）」における市民満足度

3 １-３ 生涯を通じて誰もが生きがいを持ち安心して暮らす 市民意識調査「高齢者の医療・介護・福祉の充実」における市民満足度

4 １-４ 互いに支え合い、いきいきと幸せに暮らす 市民意識調査「福祉環境がよい」と感じる市民の割合

5 ２-１ 子どもを生み育てやすい環境をつくる 市民意識調査「保育環境の充実や子育てへの支援」における市民満足度

「この柱のみんなでめざそう値」市民満足度等による評価一覧
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価なし 項目数
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2
（3）

1
（1）

３
（1）

-
８
（8）

4
（2）

1
（3）

5
（5）

1
（1）

-
11

（11）

5
（4）

3
（5）

3
（2）

3
（3）

-
14

（14）

39 22 22 29 1 113

(31) (30) (25) (27) （０） (113)

※カッコ()の数字は令和５年度評価実績

【概要】
・
・
・
・
・
・
・

政　策　分　野

政策分野１（安全で健やかに暮らせるまちづくり）

政策分野２（子育て・教育環境が充実するまちづくり）

政策分野３（地域経済を力強くリードするまちづくり）

政策分野４（住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり）

政策分野５（歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり）

政策分野６（ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり）

政策分野７（人口減少社会に挑戦する経営改革）

合　　　　　　計

めざそう値は、Ａ、Ｂ評価が54.0％（113項目中61項目）でした。
政策分野１、２、３、５、７において、Ａ、Ｂ評価が50％以上を占めました。
最もＡ評価の割合が高いのは政策分野２の「子育て・教育」分野です。
最もＤ評価の割合が高いのは政策分野５の「歴史・文化・地域」分野です。
令和５年度と比較し、Ａ評価が＋８、Ｂ評価が-８、Ｃ評価が-３、Ｄ評価が＋２、評価なしが＋1となりました。

政策分野２に評価なしが１項目あります。小学校統合に係る指標ですが、令和６年度に統合が完了したため、評価なしとなっています。
令和５年度と比較し、Ａ評価が増えていることは評価できますが、Ｄ評価も増えていることは課題であると考えます。

「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価 集計表

Ａ

34.5

%

Ｂ

19.5

%

Ｃ

19.5

%

Ｄ

25.7

%

評価なし

0.9%

令和６年度

Ａ

27.4

%

Ｂ

26.5

%

Ｃ

22.1

%

Ｄ

23.9

%

令和５年度
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１-１ ここに住むすべての人の安全な生活を守る 2 2 0 1

１-２ 健康で自分らしく暮らす 0 1 1 2

１-３ 生涯を通じて誰もが生きがいを持ち安心して暮らす 4 2 0 0

１-４ 互いに支え合い、いきいきと幸せに暮らす 1 0 1 2

7 5 2 5

Ｒ６
実績値

55.8%

80.8%

54.5%

78.6%

市民意識調査「地震・水害など災害に強いまちづくり」における市民満足度

市民意識調査「健康の増進（健康診断や予防対策）」における市民満足度

市民意識調査「高齢者の医療・介護・福祉の充実」における市民満足度

市民意識調査「福祉環境がよい」と感じる市民の割合

78.4% 基準値以上 82.9% 82.2%

政策分野１のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、１つの柱（1-2）で基準値を上回り、３つの柱（1-1、1-3、1-
4）で基準値を下回る結果となりました。

施策の柱

小　　計

80.0% 基準値以上 82.8% 79.0%
互いに支え合い、いきいきと幸せに暮らす

施策の柱

生涯を通じて誰もが生きがいを持ち安心して暮らす

基準値 目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

57.0% 61.0% 55.1% 58.1%

60.0% 57.4% 59.0%

ここに住むすべての人の安全な生活を守る

健康で自分らしく暮らす

58.0%

評価
（基準値との比較）

１-１

１-２

１-３

１-４

政策分野別 柱のめざそう値（市民満足度等）、めざそう値（主要な取組の進捗状況）評価

政策分野１ 安全ですこやかに暮らせるまちづくり

Ａ

37%

Ｂ

26%

Ｃ

11%

Ｄ

26%
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【概要】
・

・

・

・

・

施策の柱1-1（危機管理・防災・消防）では、５項目中Ｄ評価が１項目となっていますが、残り４項目はＢ評価以上となりました。Ａ評価
となった「合同訓練等への連携団体数」、「感染症対策を備えた一次避難所の割合」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえま
す。Ｂ評価となった「地区防災マップの整備数」、「一般住宅の耐震化率」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｄ
評価となった「地域の防災訓練参加率」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱1-2（健康づくり・地域医療）では、４項目中３項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残りの１項目についてはＢ評価となりまし
た。Ｂ評価となった「病院患者アンケート『病院全体に対する満足度』」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ、
Ｄ評価となった「健幸マイレージ参加者数」、「訪問看護利用者数」、「特定検診診査受診率」は、目標達成に向けて、各施策における取
組を工夫していく必要があります。

施策の柱1-3（高齢者・介護）では、全ての項目においてＢ評価以上となりました。Ａ評価となった「しまトレ実施箇所数」、「地域高齢
者見守りネットワーク協力事業所数」、「要介護・要支援認定率」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となっ
た「生活支援サービス実施団体数」、「認知症サポーター養成者数」、「在宅等看取り率」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を
目指します。

施策の柱1-4（地域福祉・障害福祉）では、４項目中３項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残り１項目がＡ評価となりました。Ａ評価と
なった「生活困窮者自立相談支援における困窮状況の改善件数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ、Ｄ評価と
なった「地区社会福祉協議会の設置数」、「市民意識調査『障害者が生活しやすい環境づくり』における重要度」「市民意識調査『障害者
が生活しやすい環境づくり』における市民満足度」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

政策分野１のめざそう値は、Ａ、Ｂ評価が63.2％（19項目中12項目）です。
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

市民意識調査「生涯スポーツへの支援」における市民満足度

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価なし

２-１ 子どもを生み育てやすい環境をつくる 2 2 1 1 0

２-２ 地域ぐるみの教育環境をつくる 2 1 0 0 0

２-３ 豊かな心を育む教育を進める 4 0 0 3 1

２-４ 地域で学びの力を発揮する人材を育てる 2 0 0 1 0

２-５ 生涯を通じてスポーツを楽しむ人を増やす 1 0 1 2 0

11 3 2 7 1

61.0%

62.2%

Ｒ６
実績値

52.3%

56.4%

60.4%

市民意識調査「保育環境の充実や子育てへの支援」における市民満足度

市民意識調査「地域ぐるみの教育環境の充実」における市民満足度

66.0% 61.9% 59.1%

Ｒ５
実績値

政策分野２のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、２つの柱（2-3、2-4）で基準値を上回り、１つの柱（2-1、2-
2、2-5）で基準値を下回る結果となりました。

施策の柱

小　　計

市民意識調査「生涯学習への支援」における市民満足度

60.4% 63.5%

生涯を通じてスポーツを楽しむ人を増やす

65.6% 66.2%

62.8% 70.0% 66.3% 66.2%

施策の柱

61.5% 65.0% 60.9% 59.7%

59.0% 65.0% 63.6% 61.2%

市民意識調査「小・中学校教育の充実」における市民満足度

56.6%

基準値 目標値
Ｒ４
実績値

２-１ 子どもを生み育てやすい環境をつくる

２-２ 地域ぐるみの教育環境をつくる

２-３ 豊かな心を育む教育を進める

２-４ 地域で学びの力を発揮する人材を育てる

２-５

評価
（基準値との比較）

政策分野２ 子育て・教育環境が充実するまちづくり

Ａ

46%

Ｂ

13%
Ｃ

8%

Ｄ

29%

評価なし

4%
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【概要】
・

・

・

・

・

・

・

施策の柱2-4（社会教育）では、3項目中１項目がＣ評価となっていますが、残りの2項目についてはＡ評価となりました。Ａ評価となっ
た「しまだ学習センター『ふれあい楽習講座』受講満足度」、「青少年リーダー育成事業参加者数」は、目標値を達成し、取組の成果が出
ているといえます。Ｄ評価となった、、「市民１人当たりの図書貸出点数（年間）」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫し
ていく必要があります。

施策の柱2-5（スポーツ活動）では、４項目中３項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残り１項目がＡ評価となりました。Ａ評価となった
「全国大会に参加した市民・団体の数（個人）」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ、Ｄ評価となった「スポーツ
教室の延べ参加者数」、「全国大会に参加した市民・団体の数（団体）」、「施設利用者数（社会体育施設）」は、目標達成に向けて、各
施策における取組を工夫していく必要があります。

政策分野２のめざそう値は、Ａ、Ｂ評価が58.3％（24項目中14項目）です。

施策の柱2-1（子育て）では、６項目中２項目がＣ、Ｄ評価Ｂ評価以上となっていますが、残り４項目はＡ、Ｂ評価となりました。Ａ評価
となった「島田市結婚支援ネットワーク加入団体の支援により成婚した組数」、「マイ支援センター登録者の子育て支援センター利用数」
は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「担当保健師がいることを知っている保護者の割合」、「放課後
児童クラブの待機児童の割合」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ、Ｄ評価となった「就学前の心理検査希望者
の待機人数」、「保育所等の待機児童の割合」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。

施策の柱2-2（学校支援・子ども支援）では、全ての項目においてＢ評価以上となりました。Ａ評価となった「地域学校協働本部事業等ボ
ランティア活動延べ人数」、「家庭教育講座の延べ参加者数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった
「サタデーオープンスクール・サマーオープンスクールの延べ参加人数」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要
があります。

施策の柱2-3（義務教育）では、７項目中３項目がＤ評価となっていますが、残り４項目がＡ評価となりました。Ａ評価となった「学校が
楽しいと感じる児童・生徒の割合（中学校）」、「授業で端末などのICTを活用したいと思う児童・生徒の割合（中学校）」、「学校給食
における島田市産農産物の使用割合（金額ベース）」、「耐震性能がよい学校施設の割合」は、目標値を達成し、取組の成果が出ていると
いえます。Ｄ評価となった「学校が楽しいと感じる児童・生徒の割合（小学校）」、「授業で端末などのICTを活用したいと思う児童・生
徒の割合（小学校）」、「不登校児童・生徒におけるチャレンジ教室登録者の割合」は、目標達成に向け、各施策における取組を工夫して
いく必要があります。なお、「北部４小学校と島田第一小学校の交流活動の回数」は令和６年度に統合が完了したため、評価なしとなって
います。
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

３-１ 地域で働く人を増やし、地域経済を発展させる 1 0 1 1

３-２ 世界に誇れる技術を持った中小企業を育てる 1 1 1 0

３-３ 商店街や個店を支援し、地域のにぎわいを生み出す 1 1 1 0

３-４ 地域の特色を活かした農林業を進める 1 1 1 1

３-５ 地域の魅力を活かした観光振興を図る 1 1 0 2

5 4 4 4

Ｒ６
実績値

31.6%

29.2%

13.8%

18.4%

38.2%

市民意識調査「企業への支援や誘致などの工業振興」における市民満足度

市民意識調査「魅力ある商店街づくりなどの商業振興」における市民満足度

市民意識調査「農林業の振興（生産基盤の整備・後継者育成等）」における市民満足度

市民意識調査「地域の特色を活かした観光の振興」における市民満足度

15.6%

20.6% 23.1% 21.3% 21.5%

42.4% 50.9% 46.0% 45.2%

13.8% 15.0% 17.1%

政策分野３のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、２つの柱（3-1、3-2）で基準値を上回り、２つの柱（3-4、3-
5）で基準値を下回る結果となりました。また、１つの柱（3-3）で基準値と同じ結果となりました。

施策の柱

小　　計

施策の柱 評価
（基準値との比較）

26.1%

３-１

３-２

３-３

３-４

３-５

地域で働く人を増やし、地域経済を発展させる

世界に誇れる技術を持った中小企業を育てる

商店街や個店を支援し、地域のにぎわいを生み出す

地域の特色を活かした農林業を進める

29.0% 33.0% 30.4%

32.0% 35.5% 34.9%

基準値 目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

市民意識調査「雇用の確保・創出」における市民満足度

29.3%

地域の魅力を活かした観光振興を図る

政策分野３ 地域経済を力強くリードするまちづくり

Ａ

29%

Ｂ

23%

Ｃ

24%

Ｄ

24%
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【概要】
・

・

・

・

・

・

政策分野３のめざそう値は、Ａ、Ｂ評価が52.9％（17項目中９項目）です。

施策の柱3-1（人材確保）では、3項目中２項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残りの１項目についてはＡ評価となりました。Ａ評価と
なった「産業支援センターの支援により起業した人数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ、Ｄ評価となった「サ
テライトオフィス等の誘致件数」、「市民意識調査『職場で男女が平等である』と思う市民の割合」は、目標達成に向けて、各施策におけ
る取組を工夫していく必要があります。

施策の柱3-2（中小企業支援）では、Ａ、Ｂ、Ｃ評価が１項目ずつとなりました。Ａ評価となった「産業支援センターの個別相談における
満足度」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「市内事業者のECサイト等新規構築支援件数」は、引
き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ評価となった「企業立地促進事業費補助金交付件数」は、目標達成に向けて、各施
策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱3-3（にぎわい創出）では、3項目中１項目がＣ評価となっていますが、残りの２項目についてはＢ評価以上となりました。Ａ評
価となった「公共空間を活用したイベント回数（官民合計）」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった
「中心市街地の空き家・空き店舗への出店支援件数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ評価となった「産業支
援センターにおける商業者・サービス事業者等の個別相談件数」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要がありま
す。

施策の柱3-4（農業・林業）では、４項目中２項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残りの２項目がＢ評価以上となりました。Ａ評価と
なった「農地中間管理機構を利用した農地集約面積」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「農地中間
管理機構を利用した基盤整備事業の進捗率（切山地区・落合地区・諏訪原地区）」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指しま
す。Ｃ、Ｄ評価となった「複合経営に取り組む認定農業者数」、「有機・無農薬栽培茶園面積」は、目標達成に向けて、各施策における取
組を工夫していく必要があります。

施策の柱3-5（観光）では、４項目中２項目がＤ評価となっていますが、残りの２項目がＢ評価以上となりました。Ａ評価となった「観光
消費単価」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「観光交流客数」は、引き続き各施策に取組むことで
目標達成を目指します。Ｄ評価となった「蓬莱橋利用者数」、「島田宿川越遺跡認知度」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工
夫していく必要があります。
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

４-１ 地域循環共生圏を形成する 2 0 1 2

４-２ みどり豊かな自然を守り育む 1 1 1 0

４-３ 水資源と水環境を守る 0 1 2 0

４-４ 住みよい生活環境をつくる 2 2 1 4

5 4 5 6

Ｒ６
実績値

60.1%

79.7%

89.8%

88.3%88.7%

87.2%

89.6%89.4%

基準値 目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

市民意識調査「地域循環共生圏の形成」における重要度

市民意識調査「森林などの自然環境の保全」における重要度

市民意識調査「水資源・水環境の保全」における重要度

市民意識調査「住みごこちがよい」と感じる市民の割合

64.7% 90.0% 61.3% 62.0%

81.3%

89.0%

施策の柱

85.0% 78.0% 78.2%

基準値以上

基準値以上

政策分野４のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、１つの柱（4-3）で基準値を上回り、３つの柱（4-1、4-2、4-
4）で基準値を下回る結果となりました。

施策の柱

小　　計

４-１

４-２

４-３

４-４

地域循環共生圏を形成する

みどり豊かな自然を守り育む

水資源と水環境を守る

住みよい生活環境をつくる

評価
（基準値との比較）

87.7%

政策分野４ 住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

Ａ

25%

Ｂ

20%Ｃ

25%

Ｄ

30%
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【概要】
・

・

・

・

・

施策の柱4-1（脱炭素社会・エネルギーの地産地消・循環型社会・環境教育）では、５項目中３項目がＣ、Ｄ評価となっていますが、残り
２項目についてはＡ評価となりました。Ａ評価となった「一人１日当たりごみ排出量」、「アース・キッズ事業など環境学習への参加者
数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ、Ｄ評価となった「市内の再生可能エネルギー設備の導入量」、「市内の
使用電力量」、「リサイクル率」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱4-2（森林環境・農地保全・緑化活動）では、３項目中１項目がＣ評価となっていますが、残り２項目についてはＢ評価以上とな
りました。Ａ評価となった「多面的機能支払交付金事業における地域活動参加人数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえま
す。Ｂ評価となった「帯桜植樹本数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ評価となった「森林整備面積」は、目
標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱4-3（水環境）では、３項目中２項目がＣ評価となっていますが、残り１項目についてはＢ評価となりました。Ｂ評価となった
「汚水処理人口普及率」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ評価となった「市内一斉環境美化活動実施地区
数」、「市民意識調査『リニア中央新幹線建設工事に伴う大井川の流量減少予測への対策』に対する市民の関心度」は、目標達成に向け
て、各施策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱4-4（住宅・防犯・公共交通・交通安全・消費生活・人権・男女共同参画・多文化共生）では、９項目中５項目がＣ、Ｄ評価と
なっていますが、残り４項目がＢ評価以上となりました。Ａ評価となった「交通事故（人身事故）発生件数」、「人権教室事業への参加者
数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「耐用年数が経過した市営住宅の解体すべき戸数」、「中古
住宅購入補助件数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ、Ｄ評価となった「犯罪発生件数」、「地域公共交通利
用者数」、「消費生活相談件数」、「市民意識調査『女性の社会進出を推進すべきと思う』市民の割合」、「市民意識調査『在住外国人と
の交流・共生』における重要度」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

政策分野４のめざそう値は、Ａ、Ｂ評価が45.0％（20項目中９項目）です。
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「

＜「この柱のみんなでめざそう値」市民満足度等による評価＞

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

５-１ 培われた歴史・文化で地域への理解と愛着を深める 1 0 0 2

５-２ 島田を知り、好きになってもらう 0 1 1 0

５-３ 誰もが暮らしたい、関わりたい、魅力ある地域をつくる 1 1 0 1

2 2 1 3

都市の魅力度（地域ブランド調査）

Ｒ６
実績値

58.2%

市民意識調査「歴史を活かしたまちづくり」における市民満足度

基準値

５-３

13.5%

703位

培われた歴史・文化で地域への理解と愛着を深める

目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

市民意識調査「情報発信力がある」と感じる市民の割合

60.9% 63.4% 65.2% 62.2%

施策の柱

５-２
19.8% 30.0% 18.9% 16.4%

誰もが暮らしたい、関わりたい、魅力ある地域をつくる

島田を知り、好きになってもらう

５-１

施策の柱

小　　計

評価
（基準値との比較）

政策分野５のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、３つの全ての柱（5-1、5-2、5-3）で基準値を下回る結果となり
ました。

576位 480位 480位 491位

政策分野５ 歴史・文化かがやく、人が集まるまちづくり

Ａ

25%

Ｂ

25%Ｃ

12%

Ｄ

38%
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【概要】
・

・

・

・

政策分野５のめざそう値（柱を除く）は、Ａ、Ｂ評価が50.0％（８項目中４項目）です。

施策の柱5-1（歴史・文化）では、3項目中２項目がＤ評価となっていますが、残りの１項目についてはＡ評価となりました。Ａ評価と
なった「諏訪原城ビジターセンター来場者数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｄ評価となった「島田市博物館入
場者数（分館含む）」、「市民文化祭参加者数」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

施策の柱5-2（情報発信・シティプロモーション）では、Ｂ、Ｃ評価が１項目ずつとなりました。Ｂ評価となった「ホームページ総ビュー
数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ評価となった「都市の認知度」は、目標達成に向けて、各施策における
取組を工夫していく必要があります。

施策の柱5-3（移住・関係人口）では、３項目中１項目がＤ評価となっていますが、残りの２項目についてはＢ評価以上となりました。Ａ
評価となった「ふるさと寄付金寄付件数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「市外からの移住者
数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｄ評価となった「市民意識調査『今の場所で住み続けたい』と思う『川
根』『伊久身・大長』地域住民の割合」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

【概要】
・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

６-１ 便利で魅力あるまちの拠点をつくる 2 0 2 0

６-２ 安全で快適な生活基盤を整える 1 1 2 1

６-３ 地域と地域の活発な交流を支える道をつくる 1 0 1 0

4 1 5 1

49.9%

51.6% 51.9%

47.5%

施策の柱

政策分野６のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、１つの柱（6-2）で基準値を上回り、２つの柱（6-1、6-3）で基
準値を下回る結果となりました。

施策の柱

６-１

６-２

６-３

小　　計

基準値

市民意識調査「主要な道路の整備」における市民満足度

56.9% 64.4%

46.8% 45.3%

市民意識調査「コンパクト・プラス・ネットワークの推進」における重要度

市民意識調査「住宅地の整備や良質な住まいづくりの促進」における市民満足度

45.3%

54.2% 51.3% 48.1%

46.2% 52.0%

Ｒ６
実績値

55.0%
便利で魅力あるまちの拠点をつくる

安全で快適な生活基盤を整える

地域と地域の活発な交流を支える道をつくる

目標値
Ｒ４
実績値

Ｒ５
実績値

評価
（基準値との比較）

政策分野６ ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

Ａ

36%

Ｂ

9%

Ｃ

46%

Ｄ

9%
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【概要】
・

・

・

・ 施策の柱6-3（幹線道路）では、Ａ、Ｃ評価が１項目ずつとなりました。Ａ評価となった「『国道１号島田金谷バイパス旗指IC-大代IC間
の４車線化事業』及び『国道473号金谷相良道路Ⅱ工区整備事業』の整備率」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ
評価となった「主要４路線の幹線道路整備率」、は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。

政策分野６のめざそう値（柱を除く）は、Ａ、Ｂ評価が45.5％（11項目中５項目）です。

施策の柱6-1（都市計画）では、４項目中２項目がＣ評価となりましたが、残り２項目についてはＡ評価となりました。Ａ評価となった
「立地適正化計画に位置付けた誘導施設の充足割合」、「市民意識調査『心地よい景観の形成』における市民満足度」は、目標値を達成
し、取組の成果が出ているといえます。Ｃ評価となった「ふじのくにフロンティア推進区域における企業立地促進事業費補助金交付件
数」、「市民意識調査『富士山静岡空港を活用したまちづくり』における市民満足度」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫
していく必要があります。

施策の柱6-2（生活道路・河川・公園・上下水道）では、５項目中３項目がＣ、Ｄ評価となりましたが、残りの２項目についてはＢ評価以
上となりました。Ａ評価となった「遊具やベンチなどの改修箇所数」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価と
なった「橋りょう長寿命化工事の実施箇所数」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ、Ｄ評価となった「道路の新
設改良・補修に対する自治会要望の対応率」、「水道送水管総延長のうち耐震適合性がある管の割合」、「公共下水道の供用開始区域内に
おける接続済み人口の割合」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。
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＜「この柱のみんなでめざそう値」による市民満足度等＞

【概要】

・

＜「めざそう値」による主要な取組の進捗状況評価＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

７-１ みんなの協力でまちをつくる 0 0 2 1

７-２ 安定的・継続的な市民目線の行財政運営を進める 3 2 0 0

７-３ 都市間連携による地域の活性化を進める 1 0 0 1

７-４ 公共施設を賢く持って、賢く使う 1 1 1 1

5 3 3 3

44.3% 50.0% 49.5% 49.4%

市民意識調査「市の財政の健全運営」における市民満足度

45.3% 基準値以上 53.2% 55.6%

46.4% 53.9% 54.4% 53.3%

65.2% 64.5%

施策の柱

公共施設を賢く持って、賢く使う

政策分野７のこの柱のみんなでめざそう値は、基準値とＲ６年度を比較すると、４つの全ての柱（7-1、7-2、7-3、7-4）で基準値を上回る結果
となりました。

48.8%

市民意識調査「公共施設の質・量・管理費の適正化」における市民満足度

市民意識調査「住民の市政への参加の推進」における重要度

66.4% 70.9%
７-１

Ｒ５
実績値

Ｒ６
実績値

67.8%

基準値 目標値
Ｒ４
実績値

評価
（基準値との比較）

施策の柱

小　　計

７-２

７-３

７-４

みんなの協力でまちをつくる

安定的・継続的な市民目線の行財政運営を進める

都市間連携による地域の活性化を進める

45.5%

49.0%

市民意識調査「周辺市町との連携によるまちづくりの推進」における市民満足度

政策分野７ 人口減少社会に挑戦する経営改革

Ａ

36%

Ｂ

22%

Ｃ

21%

Ｄ

21%
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【概要】
・

・

・

・

・ 施策の柱7-4（公共施設の保全・再編・利活用）では、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ評価が１項目ずつとなりました。Ａ評価となった「新庁舎建設事業
の進捗率」は、目標値を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｂ評価となった「利活用可能な低・未利用資産のうち利活用又は処分
した面積の割合」は、引き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。Ｃ、Ｄ評価となった「公共施設のあり方に関する行政との対
話の場に参加した市民の延べ人数」、「公共施設管理運営費の市民１人当たりの負担額」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工
夫していく必要があります。

政策分野７のめざそう値は、Ａ、Ｂ評価が57.1％（14項目中８項目）です。

施策の柱7-1（市民協働）では、３項目全てがＣ、Ｄ評価となりました。「協働のまちづくり推進事業費補助金交付事業実施件数」、「ガ
ンバル自治会地域活動事業実施件数」「平和祈念式典参加者数」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要がありま
す。

施策の柱7-2（行財政改革・人材育成・情報公開）では、全ての項目においてＢ評価以上となりました。Ａ評価となった「公募研修の応募
者割合」、「情報システムにおける重大インシデントの発生件数」、「マイナンバーカード交付率」は、目標値を達成し、取組の成果が出
ているといえます。Ｂ評価となった「職員提案件数」、「市民意識調査『情報公開など行政の透明性の向上』における市民満足度」は、引
き続き各施策に取組むことで目標達成を目指します。

施策の柱7-3（広域連携）では、Ａ評価、Ｄ評価が１項目ずつとなりました。Ａ評価となった「島田市国際交流協会の会員数」は、目標値
を達成し、取組の成果が出ているといえます。Ｄ評価となった「『しずおか中部連携中枢都市圏ビジョン』のうち島田市主体事業における
成果指標『大井川ニューツーリズムイベント参加者数』」は、目標達成に向けて、各施策における取組を工夫していく必要があります。
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・Ｃ…Ｒ６年度の実績値がめざそう値に達しておらず、基準値以上ではあるが進捗率が40％未満のもの（0％≦進捗率＜60％）

・Ｄ…Ｒ６年度の実績値が基準値未満であり、目標値達成に一層の努力が必要なもの（進捗率＜0％）

■後期基本計画で設定した、Ｒ７年度を着地点とする「めざそう値」について評価をした。

■「めざそう値（小柱）」は、最終目標値（めざそう値）に対する実績値で、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４段階で評価した。

＜評価凡例＞

・Ａ…Ｒ６年度の実績値がめざそう値を達成しているもの（100％≦進捗率）

・Ｂ…Ｒ６年度の実績値がめざそう値に達していないが、60％以上の進捗率があるもの（60％≦進捗率＜100％）

■「この柱のみんなでめざそう値」は、基準値に対する実績値で評価した。

施策と内容 所管課

件

1-1-1
危機管理体制の実効性を向上
させます

実績値

危機管理課

Ｂ

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

57.0

1

2

【主な取組内容・成果・要因】
　市民の安全な生活を守るため、自主防災組織に地区防災マップの作成を促したほか、市内全ての地区を対象として作成
する「わたしの避難計画」について、県及び自主防災組織と連携し事業を進めてきた。洪水、土砂災害、地震等といった
身の回りの災害リスクに対して「いつ」「どこに」避難するか整理し、家庭の普段から目につく場所に貼っておくことで
防災意識の向上を図り、いざという時に避難に役立つものとなっている。
　想定される南海トラフ地震や近年の局地的な豪雨等に対する防災訓練及び出前講座等については、積極的に地域へ出向
き、島田市の地形的な特性や想定される災害に対する知識や心構えを啓発してきたが、令和６年１月に発生した能登半島
地震の甚大な被害により、市民の大規模地震に対する不安感が増大したと考えられる。
【今後の方向性】
　様々な防災訓練等に多くの市民や各団体の参加を呼び掛けるとともに、自主防災組織や避難所運営委員会等を通じて市
が取り組んでいる事業の周知を徹底していく。加えて、出前講座等により様々な年代の住民を対象に防災・減災に向けた
取組の実践の周知を図っていく。
　また、能登半島地震の教訓から、ライフラインの寸断等による孤立に対処するため自助及び公助による備蓄の強化を一
層進めていく。

R6

55.8 ％

45 件

施策の柱１-１　ここに住むすべての人の安全な生活を守る（危機管理・防災・消防）

61.0％ ％

1-1
市民意識調査「地震・水害な
ど災害に強いまちづくり」に
おける市民満足度

基準値
（計画策定時）

50 件

【主な取組内容・成果・要因】
　各自主防災組織において防災マップの作成を実施している。年間３件の作成を目標としているが、令和６年度の新規作
成件数は１件と目標を下回る結果となった。自主防災会長・委員長会議等で周知を行ったが、これまで作成したことがな
い自主防災組織への呼びかけとして不十分であったと考える。新規作成を促すためには全体への周知だけでなく、個別で
の連絡やサポートが必要となってくる。
【今後の方向性】
　防災マップの更新は９件実施されたが、新規作成は１件にとどまっている。これまで作成を実施していない組織に対し
て周知を行い、防災マップ作成を促す必要がある。防災マップは、情報の正確性と更新頻度、地域住民の参加と関心の向
上、多様なニーズへの対応等が課題である。今後も作成する自主防災組織に対して危機管理課職員を派遣し、作成時の支
援を引き続き実施していく。

危機管理課

地区防災マップの整備数
（H27年度からの累計） 35

グラフ

35

42 44 45

0

50

0

10

20

30

40

50

60

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

57.0 
55.1 

58.1 
55.8 

0.0 
0

10

20

30

40

50

60

70

基準 R4 R5 R6 R7

実績

この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価

「めざそう値」の進捗率からみる評価について

「めざそう値」評価例について

施策と内容

「この柱のめざそう値」指標

施策の柱
R6年度の実績値 最終目標値（めざそう値）

進捗率の評価

（Ａ,Ｂ,Ｃ,Ｄ）
「めざそう値」指標（小柱）

基準値との評価

基準値
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施策と内容 所管課

件

1-1-1
危機管理体制の実効性を向上さ
せます

実績値

危機管理課

政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

Ｂ

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

57.0

1

2

【主な取組内容・成果・要因】
　市民の安全な生活を守るため、自主防災組織に地区防災マップの作成を促したほか、市内全ての地区を対象として作成する
「わたしの避難計画」について、県及び自主防災組織と連携し事業を進めてきた。洪水、土砂災害、地震等といった身の回り
の災害リスクに対して「いつ」「どこに」避難するか整理し、家庭の普段から目につく場所に貼っておくことで防災意識の向
上を図り、いざという時に避難に役立つものとなっている。
　想定される南海トラフ地震や近年の局地的な豪雨等に対する防災訓練及び出前講座等については、積極的に地域へ出向き、
島田市の地形的な特性や想定される災害に対する知識や心構えを啓発してきたが、令和６年１月に発生した能登半島地震の甚
大な被害により、市民の大規模地震に対する不安感が増大したと考えられる。
【今後の方向性】
　様々な防災訓練等に多くの市民や各団体の参加を呼び掛けるとともに、自主防災組織や避難所運営委員会等を通じて市が取
り組んでいる事業の周知を徹底していく。加えて、出前講座等により様々な年代の住民を対象に防災・減災に向けた取組の実
践の周知を図っていく。
　また、能登半島地震の教訓から、ライフラインの寸断等による孤立に対処するため自助及び公助による備蓄の強化を一層進
めていく。

R6

55.8 ％

45 件

施策の柱１-１　ここに住むすべての人の安全な生活を守る（危機管理・防災・消防）

61.0％ ％

1-1
市民意識調査「地震・水害な
ど災害に強いまちづくり」に
おける市民満足度

基準値
（計画策定時）

50 件

【主な取組内容・成果・要因】
　各自主防災組織において防災マップの作成を実施している。年間３件の作成を目標としているが、令和６年度の新規作成件
数は１件と目標を下回る結果となった。自主防災会長・委員長会議等で周知を行ったが、これまで作成したことがない自主防
災組織への呼びかけとして不十分であったと考える。新規作成を促すためには全体への周知だけでなく、個別での連絡やサ
ポートが必要となってくる。
【今後の方向性】
　防災マップの更新は９件実施されたが、新規作成は１件にとどまっている。これまで作成を実施していない組織に対して周
知を行い、防災マップ作成を促す必要がある。防災マップは、情報の正確性と更新頻度、地域住民の参加と関心の向上、多様
なニーズへの対応等が課題である。今後も作成する自主防災組織に対して危機管理課職員を派遣し、作成時の支援を引き続き
実施していく。

危機管理課

地区防災マップの整備数
（H27年度からの累計） 35

グラフ

35
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

Ｄ

3

4

Ｂ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度に推定した耐震化率は「91.4％」であったが、その後、令和5年住宅・土地統計調査が公表され、令和５年の耐
震化率は「93.7%」となった。
　令和６年度の耐震化率は、令和５年住宅・土地統計調査結果に基づき算定した耐震化率に令和６年度の耐震補強工事の実績
戸数と解体戸数を加味し「94.2%」となり、令和２年度の「89.3%」から4.9ポイント上昇した。
　令和６年度の耐震補強工事の件数は、R6.1.1に発生した能登半島地震により市民の耐震化に対する意識の高まりもあり、前
年度より５件増加し、43件であった。
【今後の方向性】
　平成13年から始まった当該事業（TOUKAI-0事業）であるが、現状の計画では、令和７年度をもって終了する見込みとして
おり、令和８年度以降の取り組みについては、まだ未定であるが（静岡県は令和７年度中に方向性を示すとしている）、目標
の95％を達成できるよう引き続き個別訪問、ダイレクトメール等のPR活動を行い、昭和56年以前に建築された木造住宅の耐
震化の推進に取り組むとともに、耐震化に意欲が無い所有者に対しては、建替え・解体補助制度も活用しつつ耐震率の向上に
努める。

危機管理課

建築住宅課

1-1-2
地域防災力の維持・向上の取り
組みを加速します

1-1-3
市民の安全確保を確実にする環
境を整備します

89.3 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は猛暑の影響を考慮し、例年８月末に実施していた総合防災訓練を6月末に実施した。
　参加者への負担は減少したものの、学校行事等と予定が重なってしまったため参加者は微増したと考えられる。また、コロ
ナ禍による規模縮小した訓練から脱却できず、縮小した訓練を実施した地区が多くあったため、めざそう値を下回る結果と
なった。
【今後の方向性】
　すべての地区でコロナ禍前のような訓練実施及び参加者となるよう、自主防災会長・委員長会議や出前講座において訓練実
施方法の提案や実施の呼びかけを継続し、市民の防災意識が低下しないよう努めていく。
また、地区が主体で実施する各種訓練にも必要に応じて職員が出向き、自主防災組織を支援する取り組みをさらに進める。
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

危機管理課

5

6

Ａ24 32 団体

100 ％

25 団体

Ａ

1-1-4
広域の消防救急体制を含め、関
係機関等との連携体制を充実強
化します

危機管理課

100 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　総合防災訓練では、本部運営訓練を実施し、国や県をはじめ多くの関係機関及び関係団体と連携し、より本部運営機能の強
化を図るための訓練を実施することができた。また、地域防災訓練ではJR東海協力のもと帰宅困難者受入訓練を実施すること
ができた。
【今後の方向性】
　引き続き、関係機関及び関係団体との連携体制を充実させるとともに、必要に応じて新たな災害応援協定の締結を進め、協
定に基づく活動要領の検証を行い、有事の際における市民の命と暮らしを守る体制を整えていく。

【主な取組内容・成果・要因】
　令和２年度から令和４年度にかけて、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、一次指定避難所
（市内39箇所）に下記の感染症対策用資機材の配備を完了した。
＜感染症対策として備えた資機材＞
マスク、非接触型体温計、フェイスシールド、ガウン、使い捨て手袋・帽子、駐車場整備等運営者用安全ベスト・誘導灯、次
亜塩素酸ナトリウム、養生テープ、アクリル板仕切り、パーテーション、飛沫防止用カーテン、カーテン用ダブルクリップ、
フロアマット、簡易ベッド、扇風機、避難者受入窓口用いす・机、アルミテント、投光器、コードリール、発電機等
【今後の方向性】
　新型コロナウイルス感染症は、感染症法上の位置づけが２類相当から５類に移行したが、配備した資機材を引き続き活用
し、感染症対策を考慮した避難所開設と運営の普及・定着・継続を図ることで、災害時における避難所の感染症拡大リスクの
軽減に努めていく。

合同訓練等への連携団体数

17.9 ％

団体

感染症対策を備えた一次避難所
の割合

1-1-5
あらゆるパンデミックから市民
の生命と生活を守ります
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

基準値以上

Ｃ

健康づくり課

7

8

健幸マイレージ参加者数

78.4 ％

健康づくり課

80.8

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年2月からしまだ健幸マイレージのデジタル化（約25％が利用）を開始している。これにより応募箱に投函する必要
がなく、いつでも応募が可能となったことから、新規の参加者獲得にも繋がっており、利便性や参加への意欲が向上している
と考える。またデジタルが身近にある若年層～働き盛り（59歳まで）の参加者も増加(実人数R5:135人、R6:225人)している
ことから、しまだ健幸マイレージのデジタル化は効果的だったと考える。
【今後の方向性】
　デジタル化により若年層～働き盛り（59歳まで）の参加者数は増加したが、全体でみると高齢者が多い。若い世代にも早い
段階から健康に意識を持ってもらうために、しまだ健幸マイレージを企業や事業所等で勧めるなど、健康経営の推進を行って
いく必要がある。

1,266 人人997 1,800

％

【主な取組内容・成果・要因】
　地区のお祭りや、イベントなど市民が集まる機会を利用し、保健委員や食生活健康づくり推進協議会などが中心となり健康
情報の普及啓発を実施した。スーパーやドラッグストアなど人が集まる場所で健康相談を行うなど、気軽に相談できる事業も
実施した。令和６年度の健康講演会では専門家のほかにラジオパーソナリティに登壇してもらい、健康無関心層でも興味を持
ちやすいよう工夫した。
　健幸マイレージ事業のデジタル版は紙ポイントカードと比較して若い世代の参加が増えた。これまで健康に関心のなかった
人も健康に対して意識するようになったと思われる。
　年々、健康満足度は低下している。全体の7割は健康に関心がないと言われているため、健康に関心がない人にも届くよう、
地域での普及啓発に力を入れていく。
【今後の方向性】
　令和５年度に策定した島田市健康増進計画、食育推進計画、自殺対策計画に基づき、随時施策を評価しながら、市民の満足
度を維持できるような施策を展開していく。引き続き地域での普及啓発に力を入れるとともに、DXの活用、企業との連携、自
然と健康になれる環境づくりなど、新しい事業展開も視野に入れながら施策を展開していく。令和７年度の健康講演会はイン
ターバル速歩をテーマに実施する。

人

施策の柱１-２　健康で自分らしく暮らす（健康づくり・地域医療）

1-2-1
市民の健康意識を高め、健康づ
くりを応援します

1-2
市民意識調査「健康の増進
（健康診断や予防対策）」に
おける市民満足度
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

Ｂ

Ｄ

国保年金課

Ｄ

9

10

11
1-2-4
国民健康保険制度の安定運営に
努めます

【主な取組内容・成果・要因】
　病院の医療機能の質や安全性を評価し、改善を支援する第三者評価制度である病院機能評価を令和６年５月に受審し認定病
院となった。この制度は、病院が提供する医療の質を向上させ、患者さんが安心して医療を受けられる環境を整備することを
目的としており、受審にあたり院内全体で改善に取り組んだこと、および待ち時間対策や接遇向上に向けた取り組みを継続し
ていることが評価されたものと考える。
※上記、基準値、実績値には、「わからない」、「未回答」を含めた数値である。「わからない」、「未回答」を除いた数値
は、基準値(令和３年度)が71.8%、実績値が66.8%(令和４年度)、66.5%(令和５年度)、72.9％（令和６年度）と基準値を下
回る年もあるが、いずれも目標値は達成している。
【今後の方向性】
　患者のニーズ把握に努め、満足度が向上するような対策を講じ、地域の基幹病院としての役割を果たしていく。

包括ケア推進課

経営企画課

54.9 ％ 64.4 ％ 65.0 ％

特定健康診査受診率 34.9

【主な取組内容・成果・要因】
　健診受診率の高い高齢者層の後期高齢者医療制度への移行により、受診率の自然低下がある。受診率を上げるためには、40
代から50代までの受診拡大が必要となるが、令和６年度においては未受診者勧奨の実施効果が出ず、結果として全体受診率が
低下した。
【今後の方向性】
　健診を３年以上受けたことのない未受診者層の掘り起こし、継続受診者への受診勧奨を継続するとともに、かかりつけ医に
よっては特定健診ができることの周知をする。併せて、新規国保加入者や若年層へのアプローチを強化する。
　また、令和７年度、８年度は、静岡多目的コホート研究事業　島田健康長寿研究　しまけん！健診を実施する機会に併せて
特定健診の周知をする。

％％33.7

208 人

45.0

【主な取組内容・成果・要因】
　24時間365日対応可能な訪問看護体制への移行や医療材料提供体制整備など、地域医療を支える医師の負担軽減につながる
支援策を構築してきたこれまでの取組みが定着してきているが、令和４年度、市内に民間の訪問看護ステーションが２か所
（サテライト含む）、令和５年度に１か所増設されたことにより、島田市訪問看護ステーションの利用者数は減少傾向となっ
ている。
【今後の方向性】
　訪問看護をより広く市民に認知してもらうため、出前講座や研修会等の開催時、総合医療センターを通して、患者・家族へ
在宅医療・訪問看護について周知していく。また、訪問看護から働きかける連携強化を意識し、病院看護部や介護支援専門員
との合同研修会を継続的に実施していく。

人172 人 323

病院患者アンケート「病院全体
に対する満足度」

訪問看護利用者数

1-2-2
島田市立総合医療センターで質
の高い医療を実践します

1-2-3
地域医療の確保と充実を図りま
す
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

長寿介護課

13
1-3-1
自立した生活と健康長寿の延伸
を図ります

86 か所 Ａ

包括ケア推進課

100 か所102

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、要介護認定の平均処理日数の短縮、「ｅスポーツ教室事業」の本格的な実施、重層的支援体制整備事業の開
始による庁内外の他機関との課題解決に向けた連携強化など、様々な取り組みを行ったが、市民満足度は低下した。
　市民満足度が低下している要因の１つとしては、後期高齢者人口が増加し、「医療・介護・福祉」に関して個々の状況に合
わせたニーズが多様化していることが考えられる。
【今後の方向性】
　後期高齢者人口の増加に伴い、要介護認定の申請も増加することが予測される。速やかなサービス利用につなげるために、
要介護認定の処理日数の削減に引き続き取り組む。
　eスポーツの認知度向上をはじめ、引き続き介護予防事業に取り組むとともに、より一層地域包括支援センターや生活支援
コーディネーター等と連携し、高齢者が安心して自分らしく住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域包括ケア
システムの深化・推進に取り組んでいく。
　多様化した生活形態の実態や求めるサービスのニーズ把握として、第11次高齢者保健福祉計画策定のためのアンケート調査
により把握、分析していく。
　重層的支援体制整備事業により、他部署や他機関の連携を強化し複雑・複合化した課題に取り組んでいく。

しまトレ実施箇所数（Ｈ29年
度からの累計）

【主な取組内容・成果・要因】
　島田地区、初倉地区、金谷地区で各１団体が実施を中止したが、初倉地区で１団体、金谷地区で２団体が新規で立ち上が
り、目標値を上回った。地域包括支援センターを中心とした啓発活動により、介護予防に係る意識が高まり、目標値を上回る
実施箇所数となった。
【今後の方向性】
　参加者の固定化・高齢化に伴い徐々に参加者が減少し、活動を継続することが難しくなっている団体が一定数あり、新規立
ち上げ団体があるものの、実施箇所数は現状維持となっている。
　また、実施個所数の増加と共に、職員が毎年全ての実施団体を訪問支援することが人工的に難しくなっている。このため、
支援の体制や方法について見直しを行う必要がある。課題を改善しつつ、今後も参加者のモチベーションの維持を図り、継続
的に実施できる介護予防の場として支援していく。

60.0 ％54.5

か所

％

施策の柱１-３　生涯を通じて誰もが生きがいを持ち安心して暮らす（高齢者・介護）

12

1-3
市民意識調査「高齢者の医
療・介護・福祉の充実」にお
ける市民満足度
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

1-3-3
心身の状態変化に応じた包括的
支援を推進します

【主な取組内容・成果・要因】
　養成講座受講者数は毎年積み上げてはいるものの、直近では２年連続で、年間目標値の1,000人に届かない状態である。毎
年実施していた学校からの申し込みが減ったことが原因と考える。校長会に出向き、講座の取入れを促しているが、学校のカ
リキュラムが「認知症」ではなく、「高齢者」や「福祉」をテーマに取り上げることが増えたことから、申込数の増加につな
がらない。
【今後の方向性】
　学校に向けての実施だけでなく、企業もターゲットに入れることで、幅広い年代に養成をしていく必要がある。これまで実
施していた学校の他、商工や金融などの企業とも連携し、養成を促していく。

包括ケア推進課

17,578 人

長寿介護課
1-3-2
安心して暮らせる環境づくりを
推進します

14

16

15

1-3-1
自立した生活と健康長寿の延伸
を図ります

認知症サポーター養成者数（Ｈ
18年度からの累計） 14,007 人

【主な取組内容・成果・要因】
　市内のガソリンスタンドを中心に事業周知及び事業への協力の呼びかけや訪問を行い、新規に14事業所が協力事業所として
登録された。
　協力事業所の研修として、高齢者見守りネットワークオンライン研修動画をyoutubeで配信した。高齢者の見守りに必要な知
識習得のため、高齢者あんしんセンターと包括ケア推進課の職員が、講演「見守り事業所と高齢者あんしんセンターとの連
携」「住み慣れた地域で安心して最期まで暮らし続けるために」を実施した。
【今後の方向性】
　今後も協力事業所数を伸ばすとともに、地域で高齢者を見守るための啓発活動に力を入れ、引き続き高齢者が安心して住み
慣れた地域で暮らし続けることができる地域づくりに取り組んでいく。

153 事業所

19,000

200 事業所242 事業所

生活支援サービス実施団体数

【主な取組内容・成果・要因】
　目標値に達するためには、住民が主体となり活動を開始する必要があり、地域資源の掘り起こしのほか、地域住民の支え合
い意識の醸成が重要である。現状は、地域住民同士が話し合う第二層協議体における生活支援コーディネーター（業務委託：
島田市社会福祉協議会）の積極的な声掛け等により、地域住民がつながり、地域の困りごとなどを共有する機会が増えてい
る。
【今後の方向性】
　生活支援サービスを地区社会福祉協議会が運営する「応援隊」という形にこだわらず、地域性や住民等の考え、自発性を尊
重し、新規団体の立上げを支援していく。
　また、既存の団体メンバーの高齢化や担い手不足に伴う活動量の減少、活動資金の確保等の課題に対し、協議体や地域ケア
会議を通じて市全域の課題として取組み、住民が主体的に活動できるよう解決策を模索していく。

地域高齢者見守りネットワーク
協力事業所数（Ｈ24年度から
の累計）
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

1-3-4
介護保険サービスの適正な提供
を推進します

【主な取組内容・成果・要因】
　認定調査及び、主治医意見書に基づき、要介護状態・要支援状態に該当するか否かを介護認定審査会において審査し、要介
護・要支援認定の適正化に努めた。令和６年度は、3,515件の審査を行った。
　高齢化率が上昇する中で、認定率は昨年度と大きな変化はない状況にある。「しまトレ」や「パワリハ」、「ｅスポーツ教
室」等、介護予防事業の充実のほか、要介護認定の適正化により認定率の上昇を抑えている。
【今後の方向性】
　今後も公正・的確・迅速に要介護・要支援認定を行い、要介護認定の適正化を図っていくとともに、要介護・要支援状態の
軽減や重症化の防止に取り組んでいく。
　なお65歳以上の高齢者人口は減少傾向にあるが、75歳以上の後期高齢者の人口は増加しており、今後の認定率は上昇する見
込みである。

長寿介護課

15.1％以下

48.2 ％

包括ケア推進課

17

在宅等看取り率 37.5 ％

18

要介護・要支援認定率 13.7 ％

Ａ

14.7 ％

1-3-3
心身の状態変化に応じた包括的
支援を推進します

A

【主な取組内容・成果・要因】
　病院と訪問看護師等の在宅療養を支える関係者間で、合同研修会や連絡会等を開催し、退院時の患者情報の共有を図ると共
に連携を強化した。また、医療材料提供体制システムを運用し、在宅医療を支える医師の負担軽減を図った。市内に訪問看護
ステーションが増えたことも、在宅看取り率の増加につながっている。
【今後の方向性】
　超高齢社会が進展してく中、医療と介護が必要な方や認知症のある方が増大し、地域の診療所への期待が高まる一方で、医
師不足は深刻な状況にある。医師の負担軽減につながる、在宅医療環境整備の取組の方向性を引き続き在宅医療・介護連携部
会で検討していく。
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

21

生活困窮者自立相談支援におけ
る困窮状況の改善件数（R2年
度からの累計）

施策の柱１-４　互いに支え合い、いきいきと幸せに暮らす（地域福祉・障害福祉）

Ｃ

【主な取組内容・成果・要因】
　「生活支援をつなぐ会」を通じて、地域福祉に関する意見交換を行っている。令和６年度は、新たな地区社会福祉協議会の
設立に至る地区はなかったが、他の地域の取組紹介などの働きかけを継続的に行うことで、地域での福祉活動を推進する。
【今後の方向性】
　社会福祉協議会や庁内関係課と連携し、今後も未設置地区への働きかけを進める。
　令和７年度から本格実施となる重層的支援体制整備事業の中でも、「地域づくり支援事業」において住民主体の地域活動を
通じた住民同士の顔の見える関係性の育成支援や、属性を超えて交流できる場の確保などが求められ、地区社会福祉協議会の
地域活動の重要性は高まっている。地区社協の設立と併せて、団体間の連携・協力の強化も必要となる。

地域福祉課

20

地区社会福祉協議会の設置数

【主な取組内容・成果・要因】
　小地域福祉活動としての応援隊による高齢者の支え合い活動や、子育て支援ネットワーク等による子育て支援活動、生活困
窮世帯への生活支援事業などに継続的に取り組んだが、地域とのつながりの希薄化やライフスタイルの変化等を背景として、
地域課題の多様化・複雑化が進んでおり、目標値の達成ができなかった。しかしながら、地域活動の継続や各種福祉サービス
の実施により、基準値に近い値で推移している。
【今後の方向性】
　多様化・複雑化する地域課題を抱える人の相談を包括的に受け止め、適切に支援につなげるため、令和６年度に重層的支援
体制整備事業のうち多機関協働事業を開始した。令和７年度からアウトリーチ事業及び参加支援事業に新たに取り組むこと
で、重層的支援体制整備事業を本格的に実施する。また、様々な世代や属性の人達の交流・活動の場となる地域資源の充実
や、地域住民及び関係機関の訪問や見守り活動の充実等により、福祉環境の向上を図る。

Ａ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は40件の改善を目標とし、60件の改善があった。
　生活困窮者自立相談支援事業において、自立支援計画に、就労準備支援事業、家計改善支援事業、一時生活支援事業の実施
を含む場合に、改善の結果に至ったケースが多かった。
　また、自立意欲の向上、家計の改善、債務の整理、住まいの確保・安定、就労開始などの変化が見られた。
【今後の方向性】
　生活困窮者自立相談支援事業をはじめとする各支援事業の充実を図り、生活に困窮する世帯に対し伴走的な支援を行ってい
く。生活困窮者が早期に相談につながり改善に向かうことができるよう、関係機関との連携を図っていく。

基準値以上

地域福祉課・障害福祉課
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課

実績値
政策分野１　安全ですこやかに暮らせるまちづくり

めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に
基づく評価R7№

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時） グラフ

D80.8

障害福祉課

23

市民意識調査「障害者が生活し
やすい環境づくり」における市
民満足度

Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和３年度から２市２町共同で設置している基幹相談支援センターについては、３障害の各々のニーズに対応した総合的か
つ専門的な相談支援体制強化の取組を行っている。また、障害のある人の特性や程度等に応じた障害福祉サービスの提供を引
き続き行っている。このような取組を進めているが障害者が生活しやすい環境づくりに対する市民満足度は、昨年度より下
がっている。
　令和６年度の報酬改定により、市内の事業所が就労継続支援Ａ型事業所が就労継続支援B型事業所にサービス内容を変更する
など、提供できる障害福祉サービスが減少していることが要因と考える。
【今後の方向性】
　障害のある人が自分らしく地域で生活を送ることができるように、個々の障害特性やニーズを的確に把握するとともに、本
人を取り巻く周りの状況や家庭環境、生活環境等に配慮した上で、様々な社会資源や障害福祉サービスなどに適切につなぐな
ど、個々に寄り添った支援を継続していく。
　併せて、第５次障害者計画に基づき、様々な側面から「障害者が生活しやすい環境づくり」が推進されるよう、具体的な取
組を実施していく。
　障害福祉人材や障害福祉サービス提供事業所等の減少が課題となっている。

障害福祉課

％49.9 ％

1-4-3
障害の相互理解と障害のある人
の社会参加を促進します

1-4-4
障害福祉サービスの充実を図り
ます

52.4

【主な取組内容・成果・要因】
　障害の特性に配慮した就労支援（障害者向け就職相談会、福祉事業所から一般就労への移行のための研修）を行った。ま
た、障害のある人の能力や適性に応じた雇用環境の整備・確保に向けた企業等への働きかけとして、企業向けチーム支援を継
続して行った。
　障害者就労施設で生産された物品の販売コーナーを市役所庁舎内に設置したほか、障害者週間における展示や清掃活動によ
り障害のある人の社会参加の場を提供するとともに、障害のある人への理解の啓発に努めた。加えて、聴覚、音声言語機能障
害のある人の日常生活での円滑な意思疎通を図るため、手話通訳者や要約筆記者の派遣制度による支援と、市役所窓口に専任
手話通訳者を配置して聴覚障害のある人の相談支援を行った。
　上記の取組を行ったが、市民への啓発不足から令和６年度はめざそう値の達成につながらなかった。
【今後の方向性】
　障害の有無にとらわれず多様性を認め合い、だれもが地域で自分らしく生活を送ることができるよう、障害の理解や権利擁
護、差別解消などの市民への啓発により相互理解を深め、障害のある人の社会参加の促進とコミュニケーション支援の充実を
図る。
　障害者雇用を行う企業が増加するよう関係機関等と連携して障害者雇用の推進を図る。
　第５次障害者計画に基づき、誰もが社会参加できる島田市版ユニバーサル社会づくりなどの４つの重点的な取り組みを中心
とした、計画の基本施策の具体的な取り組みについて、市民への啓発を工夫して実施していく。

％
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市民意識調査「障害者が生活し
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価

1

2-1
市民意識調査「保育環境の充
実や子育てへの支援」におけ
る市民満足度

65.0 ％52.3

基準値
（計画策定時）

Ａ18 組

2

島田市結婚支援ネットワーク加
入団体の支援により成婚した組
数（R2年度からの累計）

5

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

子育て応援課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度と同様に島田市版ネウボラ、育児サポーターの派遣やウェルカム島田・ひとりじゃないでね応援講座を市内の薬
局内等で定期的に開催することで、気軽に相談できる体制の確保等の取組を実施している。但し、近年における子育てをしな
がら働く世帯の増加、女性の就業割合の高まりや核家族化の進行など、家庭を取り巻く環境の変化により低年齢児における保
育ニーズや放課後児童クラブの利用申込が年々増加しており、社会情勢の変化に伴った保育需要等に対応できる対策が求めら
れている。
【今後の方向性】
　今後も子育て応援サイトしまいくや市公式ホームページ等による子育て情報の発信や、子育て支援プラットフォーム「しま
いく+(ぷらす)」の充実を図り、引き続き妊娠期から学童期における育児不安や負担軽減になる取組みを行い切れ目のない支援
をしていく。また、令和６年度に策定した「島田市こども計画」に沿って、子育て支援事業を実施して満足度の向上を目指
す。

実績値
R6

施策の柱２-１　子どもを生み育てやすい環境をつくる（子育て）

％61.5 ％

子育て応援課

子育て応援課

Ａ

【主な取組内容・成果・要因】
　市内のボランティア団体の活動を支援するとともに、ふじのくに結婚応援協議会との連携を図り、ふじのくに出会いサポー
トセンターへの会員登録促進、イベント等の情報共有を行うことができた。
【今後の方向性】
　令和７年度から新規事業であるふじのくに出会いサポートセンター等利用登録料助成事業を開始する。結婚を希望する若い
世代が、出会いの機会を広げることを応援するため、出会いサポート事業を利用する際の登録料の一部を助成することで成婚
した組数の増加につなげていく。

5,000 人7,179 人

【主な取組内容・成果・要因】
　市内９か所の子育て支援センターが、マイ支援センター登録後、個別アプローチを丁寧に実施したり、次の利用につながる
仕掛けを工夫して実施していることが、目標値以上の利用実績につながった。
【今後の方向性】
　今後も引き続き、マイ支援登録からの丁寧なかかわりと継続した利用につながるような利用者のニーズに合わせた活動を展
開していく必要がある。
　また、孤立しない子育て支援のさらなる充実を図るため、居心地のよい環境づくりと親子の交流を深め、地域で子育てを支
え合える環境を構築していく。

2-1-2
子育てを温かく見守る環境を
つくります

2-1-1
家族を持ちたくなる環境づく
りを推進します
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

Ｂ

健康づくり課

【主な取組内容・成果・要因】
　7か月児相談時の認知度は98.4％、１歳６か月児健診での認知度は94.3％、平均での認知度は96.3％となっている。
　ネウボラ開始以降、母子健康手帳交付時から妊婦の講座や健診時など担当保健師が面談を行う体制をとり、可能な限り担当
保健師が関われる仕組みを構築してきた。継続的に島田市版ネウボラの取り組みや担当保健師の周知を図ってきていること
が、高い認知度につながっていると考えられる。
　また、令和６年度からは母子手帳交付時に行うセルフプラン作成の中で、島田市版ネウボラや担当保健師についてこれまで
より丁寧に説明を実施した。
　担当保健師が相談窓口として認知され、担当保健師を指名しての相談や担当家族からの相談も増えてきており、相談しやす
い体制につながっていると考えられる。
【今後の方向性】
　担当保健師が相談窓口であることの周知は継続して行っていく。全員を対象に担当保健師との妊娠後期の面談等を行い、妊
娠期からの伴走型支援を充実させ、より相談しやすい関係性の構築に取り組んでいく。また、顔を合わせる機会が少なくなる
時期にしまいく＋を活用し、担当保健師の存在を身近に感じてもらえるような取り組みを進めていく。
　また、担当保健師により対応が大きく異ならないよう、資質向上のための研修やマニュアルの作成等を行っていく。

5

就学前の心理検査希望者の待
機人数 62 人

100 ％

4

担当保健師がいることを知っ
ている保護者の割合

0 人

71.0 ％

2-1-3
切れ目ない支援で、親子の身
体と心を守ります

2-1-4
子ども一人ひとりの状況に応
じた支援を充実させます

96.3 ％

Ｃ

子育て応援課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度からの取組として、心理検査の待機人数を減らすため予約方法や実施方法を変更し、心理検査の予約方法の効率
化を図った。しまいく＋で、事前問診を行い、当日の発達相談にかかる時間を削減した（継続ケースでSDQ対象者に限る）。
検査方法を変えることで、実施時間が短縮されるため、予約枠を増加することができた。成果として、SDQ検査と事前問診
（しまいくぷらす）を導入したことにより、予約枠を増加することができている。
　達成率の低下については、心理士1名が育休中であることや、療育教室での検査実施枠が減少した（検査より療育に人員を割
かなければならなかった）ことが要因として考えられる。
【今後の方向性】
　心理検査から子どもを理解したい保護者が増えているため、検査数を増やしても、すぐに待機解消とは直結しないと考え
る。
　検査以外にも、他の新規事業での発達を専門に見立てる職種の必要性が高まっているため、心理士の増員が望まれる。ま
た、発達の課題から、不適応を引き起こしている子どもが増加傾向にあるため、検査以外でも療育教室や、園巡回相談、発達
相談への利用希望者も増加しており、島田市の発達支援の仕組みを関係課と構築していく必要がある。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

％

6 【主な取組内容・成果・要因】
　各保育所と地域の申込状況を共有し、受入れの拡充要請及びきめ細やかな入園調整を行っているが、増加する保育需要に対
応しきれず、令和６年度は待機児童が８名発生した。
【今後の方向性】
　待機児童を０にできるように調整を行う。金谷地区は人口減少に伴い施設にも空きが出ているが、旧島田、六合地区は子育
て世代の割合が多く、施設で受け入れ切れていない。需要と供給のバランスに地域差が生じている。今後市内全体の人口が減
少して行く中、どのように保育需要と供給のバランスを保つかが課題となっている。

0.38

0.0 ％2.6 ％

2-1-5
保育環境の更なる充実を図り
ます

7

放課後児童クラブの待機児童
の割合 9.6 ％ Ｂ

2-1-5
保育環境の更なる充実を図り
ます

【主な取組内容・成果・要因】
　総定員数は充足しているが、各学区毎に配置される児童クラブにおいては学区によっては待機児童が発生する場合がある。
また、学区毎の利用希望者数は児童数以外に利用希望率の要因が大きく、事前に待機児童が発生しない体制を整えると過剰に
なる可能性が高いため、前年10月の利用申込終了後に過不足を確認し対応している。令和６年度は、既存クラブの改築などに
より、申請者数は増加したものの待機児童は減少した。
【今後の方向性】
　学区毎の状況を確認しながら、原則は新規施設や増築ではなく、公共施設の利用を中心に対応していく。また、利用希望者
の減少傾向があれば、事業自体のダウンサイジングを検討していく。さらに、利用者が集中する長期休暇は、施設の拡張開所
など、実現可能な範囲で受け入れ人数を増やし待機児童数の解消に努める。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

【主な取組内容・成果・要因】
　地域全体で、学校教育を支援することにより、学校・家庭・地域が一体となり、地域ぐるみで子どもを育み、地域の教育力
の向上を図るため、令和４年度から市内全小中学校に地域学校協働本部事業を展開している。学校運営協議会（コミュニティ
スクール）と連携し、地域学校協働活動推進員（コーディネーター）を配備し、地域と学校をつなぐ調整役として、学校の支
援要望に応じて、地域ボランティアを募り、学校教育を支援した（実績：延べ2,099人）。主な取組としては、読み聞かせや
授業の補助、運動会準備・片付け補助、長期休暇における学習支援・補助等の活動を実施した。
　また、「家庭の教育力」の向上を図るため、子どものライフステージにに合わせ、親のニーズを取り入れ、自ら子育てにつ
いて学ぶ家庭教育講座を計画的に実施し、延べ参加者数は、目標値を上回り2,521人であった。
　このほか、市内の小学生を対象に実施しているサタデーオープンスクール及びサマーオープンスクールについては、活動拠
点である伊久美地区の住民の協力も得ながら事業を実施し、延べ参加人数は617人であった。
　全体を通じて、学校・家庭・地域が連携した取組、「家庭の教育力」の機会を提供するため事業を実施した。
【今後の方向性】
　地域学校協働活動では、学校や地域の実情に応じた活発な活動ができるように、学校運営協議会（コミュニティスクール）
と連携し、地域学校活動協働推進員(コーディネーター)の情報共有や、参考に他市町の状況等を県を通じて情報提供するほか、
校長会や教頭会での活動の情報共有を図る。
　家庭教育講座では、受講者アンケートを参考に「家庭の教育力」向上につながる内容の講座を引き続き実施するほか、父親
が参加しやすい講座も考えていく。
　サタデーオープンスクール及びサマーオープンスクールについては、毎回一定数の参加希望があることや地域との連携を深
める契機となっていることから、継続的に事業を実施する。
　今後についても、引き続き、地域全体で学校教育を支援するため、地域資源を生かし、学校・家庭・地域が一体となり、地
域ぐるみで教育力向上を実現していくための風土づくりを進めていく。

施策の柱２-２　地域ぐるみの教育環境をつくる（学校支援・子ども支援）

社会教育課

59.0 65.0 ％

2-2
市民意識調査「地域ぐるみの
教育環境の充実」における市
民満足度

2-2-1
地域全体で学校教育を支援
し、教育力の向上を図ります

人

56.4 ％

2,097 人

9

地域学校協働本部事業等ボラ
ンティア活動延べ人数 36 人

8

1,000 Ａ

社会教育課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和２年度からのコミュニティ・スクールの市内全小・中学校設置に伴い、令和３年度には島田第一中学校を除く市内中学
校区に、令和４年度からは市内全小・中学校区に地域学校協働本部を設置し、各校に１名以上のコーディネーターを配置する
など、事業の拡大を図ってきた。これにより、多くの地域住民が参画して地域全体で学校を支援する体制が整備された。
【今後の方向性】
　引き続き、各学校やその地域の実情に合った学校支援を行っていき、地域の教育力の向上を図っていきたい。
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2,521 人

【主な取組内容・成果・要因】
　できるだけ多くよりよい学びを提供するため、親のニーズを取り入れた講座を実施した。特に「自己肯定感の育て方」や
「親のメンタルの整え方」「ほめ方・叱り方」の講座は、申込者数が定員の約２倍以上となり、大きく定員を超えていた。
【今後の方向性】
　参加者アンケートなどに基づき、引き続き対象者のニーズに合った講座を計画していきたい。

Ａ

2-2-2
地域の人・資源を活かした学
びの場をつくります

3,700 人 Ｂ人2,845

学校教育課

10

サタデーオープンスクール・
サマーオープンスクールの延
べ参加人数（H30年度からの
累計）

2,000 人

1,279 人

11

家庭教育講座の延べ参加者数

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、30回計画した中で、雨天と台風接近のための中止が２回あり、実施回数は28回となった。実施できた回で
は、他校の児童との交流を楽しんだり、自然と触れ合ったりすることができ、参加児童から肯定的な感想を得ることができ
た。
【今後の方向性】
　安全を第一に考えた上で、雨天時の代替活動内容を用意したり、必要に応じ保護者の参加を認め、より子供たちが安全に活
動できる環境を整えたりする等、状況に応じた策を講じていく。

2-2-3
家庭教育を推進し、子育て学
習を支援します
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-3
市民意識調査「小・中学校教
育の充実」における市民満足
度

施策の柱２-３　豊かな心を育む教育を進める（義務教育）

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、新型コロナウイルス感染症の制約を受けることなく教育課程を実施できる環境となってから１年が経過した
こともあり、創意工夫を生かした教育活動を展開することができるようになった。教育の目的や児童生徒の実態、地域の意向
等を踏まえた活動を通して、保護者や地域の方々から例年どおりの評価をいただけたものと考えられる。
　社会の先行きが不確実で変化の激しい時代を生き抜くために必要な資質・能力を身に付けるよう、子供が主体となる学習へ
の授業改善や一人一台端末の活用といった取組を継続的に実施しており、子供の姿を通して保護者や地域の方々にこれらの取
組の成果が徐々に伝わりつつあると考える。ただし、このような変化が広く浸透するまでにはなお時間を要すると考えてい
る。
【今後の方向性】
　これまでと同様、子供一人一人のよさが輝くよう、授業づくりに探究的な学びの視点を取り入れ、子供たちがより主体的に
学習に取り組めるよう改善するとともに、子供が楽しく安心して過ごすことができる学校づくりに向けた取組を引き続き進め
る。
　「島田市立小中学校再編計画」において統合の時期が示されたものについて再編が完了した。再編後の学校における生活や
教育活動について改めて状況把握することを通して、学校運営の質の維持向上に努める。

56.6 ％

13

12

91.5

学校教育課

D90.3 ％

60.4 ％ 66.0 ％

学校教育課

【主な取組内容・成果・要因】
　小学校の実績値は、基準値を下回ったものの、概ね90％を維持しており、継続して児童が高い割合で学校を楽しいと感じる
ことができている。子供が主体となる「自分らしさが輝く授業」づくりを基盤として、学校行事等においても子供が主体と
なって活動できるよう創意工夫をしていることや個々の発達特性に応じた適切な支援、互いのよさを認め合い高め合う活動に
継続して取り組んでいる。
【今後の方向性】
　今後も、学習指導要領で求められる資質能力の育成と夢育地育の推進を目指し、各学校で子供が主体となり、学ぶ楽しさを
味わえる「自分らしさが輝く授業」づくりに取り組む。探究的な学びの視点も取り入れ、より一層子供が主体となる学習の充
実を図っていく。また、個々の発達特性に応じた適切な支援、互いのよさを認め合い高め合う活動の設定等にも継続して取り
組む。

％学校が楽しいと感じる児童・
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

16

授業で端末などのICTを活用し
たいと思う児童・生徒の割合
（中学校）

87.7

15

授業で端末などのICTを活用し
たいと思う児童・生徒の割合
（小学校）

学校が楽しいと感じる児童・
生徒の割合（中学校）

14
2-3-1
子どもの成長を支える教育環
境を構築します

2-3-2
デジタル社会で活躍できる児
童・生徒を育てます

2-3-2
デジタル社会で活躍できる児
童・生徒を育てます

【主な取組内容・成果・要因】
　小学校の実績値は、基準値を下回ったものの、概ね90％を維持している。子供が主体となる「自分らしさが輝く授業」づく
りの中でICTの効果的な活用を教職員が研修し知識を深めた。また、１人１台端末の整備、ICT支援員によるサポートのもとで
児童・教職員が安心してICTを活用することができた。
【今後の方向性】
　今後も、主体的に学ぶ子供の育成を目指し、ICTを効果的に活用した授業を展開していく。教職員に対しても、実態とニーズ
に合った研修を企画し、継続してスキルアップを図っていく。また、児童自身がICTのよき使い手となれるよう、デジタル・シ
ティズンシップ教育も併せて推進していく。ネットワーク環境が改善されたことで、更なる活用の広がりを後押ししている。

A

学校教育課

％

D

学校教育課

89.3 ％

89.4

90.8 ％

学校教育課

A91.3 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　中学校の実績値は、令和６年度は基準値を上回った。近年、概ね90％近くを維持しており、継続して生徒が高い割合で学校
を楽しいと感じることができている。子供が主体となる「自分らしさが輝く授業」づくりを基盤として、学校生活全般におい
ても生徒が主体となって活動できるよう創意工夫していることや個々の発達特性に応じた適切な支援、互いのよさを認め合い
高め合う活動に継続して取り組んでいることが、達成率につながっていると考えられる。
【今後の方向性】
　今後も、学習指導要領で求められる資質能力の育成と夢育地育の推進を目指し、各学校で子供が主体となり、学ぶ楽しさを
味わえる「自分らしさが輝く授業」づくりに取り組む。探究的な学びの視点も取り入れ、より一層子供が主体となる学習の充
実を図っていく。また、個々の発達特性に応じた適切な支援、互いのよさを認め合い高め合う活動の設定等にも継続して取り
組む。

％

89.3 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　中学校の実績値は基準値を上回り、高い割合を維持している。子供が主体となる「自分らしさが輝く授業」づくりの中でICT
の効果的な活用を教職員が研修し知識を深めたこと、１人１台端末の整備、ICT支援員によるサポートのもとで生徒・教職員が
安心してICTを活用することができたこと等が達成率につながっていると考える。また、小学校からICTの活用が日常化したこ
とで、中学校になると端末は情報を得たり発信したりするツールの１つとして活用するのが当たり前という認識になってきて
いることが推察される。
【今後の方向性】
　今後も、主体的に学ぶ子供の育成を目指し、ICTを効果的に活用した授業を展開していく。教職員に対しても、実態とニーズ
に合った研修を企画し、継続してスキルアップを図っていく。また、生徒自身がICTのよき使い手となれるよう、デジタル・シ
ティズンシップ教育も併せて推進していく。ネットワーク環境が改善されたことで、更なる活用の広がりを後押ししている。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

24.5 ％

58.3 ％

2-3-4
安全・安心でおいしい学校給
食を提供します

17

不登校児童・生徒における
チャレンジ教室登録者の割合

2-3-3
誰もが安心して教育を受けら
れる環境をつくります

18

学校給食における島田市産農
産物の使用割合（金額ベー
ス）

56.2 ％ A

学校給食課

33.3 ％28.3 ％ Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度と比べ、チャレンジ教室の利用を希望する児童生徒の人数が増加し、割合が上がった。その要因として以下の点
が挙げられる。
　①チャレンジ教室が学校以外で学びにアクセスできる場として、学校に浸透されてきている。
　②不登校児童に対して不学習、無連携になることが無いように、SSWｒを活用したケース会議の実施を各校が行っている。
チャレンジ教室を始めとする関係機関との連携が進み、チームによる不登校対応は年々充実している。
【今後の方向性】
　今後も、積極的に不登校の認知を進めつつ、新規の不登校児童生徒を出さないようにするための取組が必要だと考えてい
る。
　まず、学校では、授業、生活、学校行事、部活等、様々な教育活動を通して、誰もが行きたいと思える魅力ある学校づくり
を目指していくよう伝達する。その上でチャレンジ教室登録児童生徒数が向上するように、多方面から積極的に児童生徒及び
家庭へ働きかける。特に、昨年度から「チャレンジ教室の出張開催」を六合地区、初倉地区で開催しているが、利用数は伸び
悩んでいるため、積極的に周知をしていきたい。さらに、不登校児童生徒の社会的な自立を長期的な視点で行っていくため、
今後もSSWｒを積極的に活用し、児童生徒や家庭を様々な関係機関で支える「つながりづくり」を進めていきたい。

【主な取組内容・成果・要因】
　島田市産農産物の割合の多くを米が占めており、今年度は島田市産米を確保することができたため実績が基準値を上回っ
た。また他の野菜においても「顔が見える」生産者から新鮮な野菜を使用することで、食材の安全性が確保され、児童・生徒
に安全安心な学校給食を提供することができた。これについては、地元農家が理解を示し、引き続き協力を得られた結果であ
り、地元農家の経営支援にもつながった。
【今後の方向性】
　学校給食で使用する食材については一度に大量に使用するため、その供給ができる生産者を確保することが重要である。し
かし、農産物の生産が天候に左右されることや生産者の高齢化・後継者不足の問題等により生産者総数が減じていることは、
今後の安定した学校給食の運営において課題となってくる。令和７年度は島田市産米の確保が難しい状況となり国産米を使用
することになるが、他の野菜においては献立の検討等により積極的に地元農産物を使用していく。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-3-5
学校施設の適切な管理運営に
努めます

100 Ａ

ー

学校教育課

19

耐震性能がよい学校施設の割
合

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度の島一小改築工事により、市内小中学校の躯体の耐震性能は県の耐震基準の判定でランクⅠ以上となった。
【今後の方向性】
　施設(躯体）の耐震性能がよい学校施設の割合は令和５年度に100％となり、目標を達成した。
　今後も避難施設としての機能を確保するために、校舎等のバリアフリー化、トイレ洋式化については引き続き整備を続ける
必要がある。

92.1

教育総務課

2-3-6
子どもにとって望ましい学校
環境づくりを推進します

100 ％％ ％

令和６年度統合（事業終了）

20

北部４小学校と島田第一小学
校の交流活動の回数 5 回 ー 回 基準値以上
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-4
市民意識調査「生涯学習への
支援」における市民満足度

施策の柱２-４　地域で学びの力を発揮する人材を育てる（社会教育）　

97.5 ％ Ａ

21

％ 63.5 ％61.0 ％

97.5 ％

社会教育課

22

しまだ楽習センター「ふれあ
い楽習講座」受講満足度 96.2 ％

2-4-1
生涯学習の充実を図ります

社会教育課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は基準値を上回っている。令和６年度から楽習センター機能をプラザおおるりに移転したが、施設環境が変わっ
たことによる市民満足度への影響は少なかったと言える。また、駐車場の少なさが課題となっていたが、令和６年度からプラ
ザおおるりに機能移転したため改善された。市民満足度は高い水準を維持しており、引き続き充実した講座を実施していく。
【今後の方向性】
　講座内容については、不満足・やや不満の回答をした人数は少なく、講座内容そのものに不満あるという傾向はないが、利
用者アンケート等から受講者のニーズを把握し、講座の見直しや新規講座の開設など、充実した講座の実施につなげていく必
要がある。

60.4

【主な取組内容・成果・要因】
　しまだ楽習センター「ふれあい楽習講座」は楽習センター機能の移転に伴い、令和６年度前期講座実施期間を１ヶ月短縮し
たことも影響し、講座開催回数、講座受講者数ともに減少したが、受講満足度は97.5％と前年度比較3.6ポイントの増となっ
た。
　青少年リーダー育成事業は、11名が参加した。少年育成教室「しまだガンバ！」のプログラムを中心に実践機会を設け、静
岡県青少年指導者級別認定事業初級を８人が認定、中級を3人が修了している。
　図書館では多種多様な資料の収集・提供に努め、また来館の機会となるようおはなし会等のイベントや講座、アウトリーチ
事業を実施した。
【今後の方向性】
　令和６年度の実績値は基準値を上回ったが目標値は下回っていることから最終年度に目標値に達するよう、各種事業の充実
を図りたい。
　しまだ楽習センターについては、令和６年５月からプラザおおるりに機能移転し事業を実施していることから、世代を越え
て市民が交流することによる満足度の向上にも期待したい。
　青少年リーダー育成事業では、学校や将来、地域等において、リーダーとして活躍するために必要な知識やスキルを得るた
めに、各地域で活躍する方の講話やグループ活動等の研修を充実させ、リーダーとしての資質の向上を図る。
　図書館では、市民のニーズ等を考慮した資料の収集に努め、より多くの市民に図書館に足を運んでもらえるよう、所蔵資料
の紹介やイベント・講座について図書館ホームページ等による積極的な情報発信を行う。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-4-3
図書館機能を充実させ読書活
動を支援します

23

青少年リーダー育成事業参加
者数 Ａ

2-4-2
青少年の健全な育成を支援し
ます

8 人

24

市民１人当たりの図書貸出点
数（年間） 5.7 点／人 Ｄ6.4 点／人

図書館課

【主な取組内容・成果・要因】
　市内の中学校、高等学校に、参加者募集のチラシを配布したほか、ＷＥＢサイトの掲載、公民館等への配架を実施した。少
年育成教室しまだガンバ！受講者や前年度のリーダー参加者のリーピーターもあり、参加者が増加した。考えられる要因して
は、ガンバ！児童アンケートの中で、「リーダーになって下の子に教えたい」や、「リーダーがやさしく接してくれて困って
いるときに助けてくれた」等の意見があり、活動を通じて、周囲をまとめる力や責任感など、リーダーになるあこがれが、増
加の要因の一つとして考えられる。また、静岡県青少年指導者級別認定(初級・中級）の取得もできることも要因として考えら
れる。
【今後の方向性】
　多くの参加者に受講してほしいことから、学校行事と活動日の可能な限りの調整をしていく。また、事業を受講後のリー
ダー等が、将来、子どもたちの指導を目指したり、個人またはグループで公民館や公民館類似施設等の地域を拠点に自主的に
活動できる支援や、社会教育課や他課での事業にボランティアとして参加できるような仕組みづくりが必要である。

社会教育課

【主な取組内容・成果・要因】
　利用者ニーズ等に考慮した図書資料の収集・提供に努め、新刊案内や特集・企画展示を実施した。図書館に来館する機会と
なるよう、おはなし会や「ほんのむしカード」「ぬいぐるみの図書館おとまり会」などのイベントや図書館講座（歴史・文
学・子供理科教室）などを開催した。令和７年１月から、スマートフォンに利用者番号を表示させ、図書館カードがなくても
貸出できるサービスを開始した。貸出者数・貸出点数は減少傾向にあり、要因としてスマホやタブレットが普及し、図書館資
料による情報収集や学習、読書の機会が減っていると考える。
【今後の方向性】
　図書館へ来館してもらうきっかけとなるよう、図書館資料の紹介やイベント・講座を開催する。普段図書館を利用しない市
民にも図書館の情報が届くよう、島田市公式ＬＩＮＥ、しまいく、広報しまだを通して、イベントや講座などの周知を図る。
「島田市子ども読書活動推進計画（第四次）」に基づき、市内小中学校や関係部署等と連携し、子供の読書環境の整備や読書
機会の提供に努める。電子図書館については、他図書館のサービス内容や利用状況を調査し、導入に向けた研究を進める。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-5-1
生涯スポーツを普及します

2-5-2
競技スポーツの推進を図りま
す

施策の柱２-５　生涯を通じてスポーツを楽しむ人を増やす（スポーツ活動）

2-5
市民意識調査「生涯スポーツ
への支援」における市民満足
度

26

スポーツ教室の延べ参加者数 1,034 人

70.0 ％

25

62.8 ％

27

全国大会に参加した市民・団
体の数（個人） 82 人 90 人 Ａ

スポーツ振興課

スポーツ振興課

1,350 人 Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　市内でトランポウォーク教室が普及してきたため、令和５年度をもって市のトランポウォーク教室を取り止めたことや、台
風等の影響で３回教室が開催できなかったことにより、延べ参加者数は、昨年度より減少した。全体の参加者数は減少した
が、令和６年度から親と子が一緒にトランポウォークを楽しめる「親子トランポ」の開催や、結婚していない若者を対象にワ
ンバウンドふらば～るバレーボールを楽しみながら婚活できるイベントとして「スポコンふらば～る」を開催したことによ
り、新たな参加者を獲得できた。
【今後の方向性】
　スポーツに親しむ機会を増やすため、市内体育施設等を会場に各種スポーツ教室を定期的に開催し、参加者の定着を図る。
　加えて、スポーツ教室新規参加者獲得に向け、スポーツ推進委員会と連携して、ボッチャ教室を高齢者が参加しやすい昼間
に開催するなど参加者増に取り組んでいく。

【主な取組内容・成果・要因】
　前年度の実績値80人を超え、目標値90人を上回り、増加傾向にある。市外の団体・学校に所属し、全国大会に出場した人数
も当該実績値にカウントしている。市外の団体・学校に所属する市民が増加していること、スポーツ教室等による子供の競技
力向上が実績値増加の理由と推察される。
【今後の方向性】
　①スポーツ協会を通じて、スポーツ少年団の活動を支援
　②プロスポーツクラブや大学との協定を活用したトップアスリートによる実技指導
　①及び②等により、引き続き市民の競技力向上を図っていく。

スポーツ振興課

【主な取組内容・成果・要因】
　北部４校及び島田第一小学校との統合により、令和６年度から神座小と伊久美小の体育館の一般開放がなくなったことが、
満足度を押し下げた要因として考えられる。
【今後の方向性】
　「市民ひとり１スポーツ」を目標に、誰もが手軽に楽しめるニュースポーツ・パラスポーツの推進に努める。また、スポー
ツ施設の安全・安心な管理運営の徹底を図ることで、市民の満足度上昇を目指す。
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施策と内容 所管課

政策分野２　子育て・教育環境が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時） グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

2-5-3
スポーツ活動を行う環境を適
切に管理運営します

100

【主な取組内容・成果・要因】
　新型コロナウイルス感染症の影響により制限されていたスポーツ活動が再開し、安全にスポーツ活動を行うことのできるよ
う対策を講じることで利用者数も増加傾向にある。
【今後の方向性】
　島田市総合スポーツセンターや横井運動場公園等、各施設の改修工事・修繕工事等を計画的に実施し安全性及び利便性を高
めることで、利用者数の増加に繋げていく。
　また、島田市総合スポーツセンターについて、令和５年度以降は新たに中央公園等の施設と合わせて一体的な管理運営に移
行したため、更なる利便性の向上と利用者数の増加を目指す。

113 万人

28

全国大会に参加した市民・団
体の数（団体）

2-5-2
競技スポーツの推進を図りま
す

15 団体 Ｄ

万人

スポーツ振興課

スポーツ振興課

29

施設利用者数（社会体育施
設） Ｃ146万人

11 団体

【主な取組内容・成果・要因】
　市外の団体・学校に所属し、全国大会に出場した場合、「①全国大会に参加した市民・団体の数（個人）」として実績値を
カウントしている。市外の団体・学校に所属する市民が増加していることにより、全国大会に出場した市内団体数減少の理由
と推察される。
【今後の方向性】
　①スポーツ協会を通じて、スポーツ少年団の活動を支援
　②プロスポーツクラブや大学との協定を活用したトップアスリートによる実技指導
　①及び②等により、引き続き市民の競技力向上を図っていく。
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施策と内容 所管課

3-1-1
活躍する人を育て、応援しま
す

産業支援センターの支援によ
り起業した人数（H30年度か
らの累計）

【主な取組内容・成果・要因】
　①開業に向けた基礎知識習得を目的とした「創業支援セミナー」を開催し、延べ55人が受講した。
　②創業補助金を7人に交付した。
　③産業支援センターにおいて、延べ244件の起業希望者からの相談に対応し、市内で24人の創業に導いた。
【今後の方向性】
　創業希望者の掘り起こしから、セミナーや個別相談等の支援、創業者向けの補助金を効果的に活用と併せ、創業後の伴走型
支援を継続することで、市内産業の活性化を図っていく。

商工課

154 人 Ａ

31.6 ％

183 人

グラフ

実績値

施策の柱３-１　地域で働く人を増やし、地域経済を発展させる（人材確保）　

R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

1

29.3 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　　志太３市連携の「高校生地元企業就職促進事業」において、167の企業と494人の学生が参加した合同企業説明会をはじ
め、企業による事業説明（紹介）やパネルディスカッションを実施する「授業ジャック企画」（高校生1,942人、企業229社
が参加／年間延べ数）などで、生徒が自身のキャリアを考える場を提供するとともに、企業と地元高校生がつながる機会を創
出した。また、同じく志太3市連携の「ＵＩＪターン就職促進事業」では、県内外大学生や若手人材を対象に、「地元企業との
交流の場の創出」と「地元企業の情報発信」に努めた。
　また、若者以外のターゲットとして、高齢者、子育て世代の女性、障害者を対象としたセミナーや企業との相談会をママハ
ロやライフサポートセンター等の協力団体との連携で開催した。
　こうした企業と人とをつなげる施策のほか、勤労者の資格取得に対する補助などでキャリア形成を支援し、また、企業向け
セミナーの開催や労働環境改善のための施設整備に対する補助事業などで企業を支援した。
　各事業における参加者満足度は高いことから、継続して各事業を実施していく。
【今後の方向性】
　人材不足が喫緊の課題として叫ばれる中、若年層の地元就職やUIJターンの促進が極めて重要である。今年度から志太３市連
携の「ＵＩＪターン就職促進事業」と「高校生地元企業就職促進事業」を統合し、「若者地元就職促進事業」を開始すること
で、既存事業とともに若年層への一体的かつ効果的な支援を行い、市内企業就職促進につなげていく。
　これまで実施してきた雇用対策事業の参加者の満足度は高いことから、実施結果を公表することで事業の有益性を広く周知
し、参加促進を図る。
　併せて、事業者訪問を通じたニーズ調査を行い、事業者と求職者のミスマッチを防ぐ手立てを考案していく。
　また、高齢者、子育て世代の女性、障害者雇用創出のため、企業とのマッチングができる企業説明会等を引き続き関係団体
と連携して開催していく。そして、創業を考える者への相談・支援や、既存事業所の補助金による支援など、新たな働く場の
確保及び労働環境改善に資する取組で雇用の創出につなげていく。

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

32.0 ％

3-1
市民意識調査「雇用の確保・
創出」における市民満足度

商工課
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

3-1-2
多様な働き方を応援します

3-1-3
働きやすい職場づくりを支援
します

Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　男女共同参画情報サイト「しまだぱれっと」で、男女共同参画社会づくりを推進する市内事業所の取り組みについて紹介し
た。また、性別に関わらず育児休業、介護休業を取得しやすい職場づくりを推進するため、企業向けのセミナーを行った。
　市民意識調査では、平等であると回答した割合が近年は減少傾向にあったものの、令和6年度では数値が上がった。ジェン
ダー平等など多様性を重視する社会の流れにより、職場における男女平等の必要性が認識されてきていると考えられる。
【今後の方向性】
　性別に関わらず活躍できる職場・組織づくりを浸透させていくことで、男女共同参画社会の実現に繋がるとともに、性別の
みならず障害の有無や国籍の違いなど、あらゆる多様性を尊重したインクルーシブな職場が実現すると考えられる。
そのため、市民への男女共同参画についての意識啓発と併せて、市内事業所等に向けても、ジェンダーの違いによる固定的な
性別役割分担意識の改善につながるようなセミナーを開催したりするなどして、啓発に取り組んでいく。

市民協働課

％

件

4

市民意識調査「職場で男女が
平等である」と思う市民の割
合

25.9 ％

5 件 C2

3

サテライトオフィス等の誘致
件数（Ｒ３年度からの累計） ― 件

商工課

30.0 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　新型コロナウイルス感染症を契機にテレワークが急速に普及し、企業のサテライトオフィス設置が急増した。当市において
も、令和３年度からサテライトオフィスに対する補助金を開始している。
　当市や県のイベントで補助金制度について周知したものの、多くの自治体が類似のサテライトオフィス誘致策を展開してお
り、企業によるニーズ自体も以前ほど強くなくなってきているため、誘致につながらなかった。
【今後の方向性】
　新型コロナウイルス感染症の影響で、サテライトオフィスの誘致に注力する自治体が非常に多くあった。当市のような後発
自治体は、他自治体との差別化、支援内容のパッケージ化(サテライトオフィス等の整備に関する補助金、従業員に対する移住
支援、地元企業とのビジネスマッチング機会の提供等)が求められる。
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　事業者からの相談は、経営課題のほか、販路開拓や新商品開発、人材確保など多岐にわたることから、多くの支援機関と積
極的に連携することで、多彩な専門家による相談体制の構築に努めている。
【今後の方向性】
　相談機関の真価は、利用者の満足度に表れることから、今後も利用者満足度の向上に努めていく。
　創業希望者や事業者の求める情報や課題を的確に捉えるよう、情報収集や専門家とのネットワークを広げるなど、相談体制
の充実に努める。

商工課

87.9 ％

6

産業支援センターの個別相談
における満足度 87.0 ％

29.0 ％

5

A

29.2 ％

3-2-1
中小企業の「稼ぐ」を応援し
ます

商工課

26.1 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　燃料・物価高騰は依然として続いており、事業者を取り巻く経営環境は厳しいものである。国の物価高騰重点地方交付金を
活用し、プレミアム付デジタル商品券事業を実施した。市内事業所で使用できる商品券を発行することで、一般家庭の消費喚
起と併せ、事業者支援を行った。
【今後の方向性】
　社会情勢に即した事業を実施するため、島田市中小企業・小規模企業振興推進会議の場や、事業者訪問をを通じ、事業者の
声（ニーズ）を取り入れられるよう、意識して取り組んでいく。既存事業については、見直しと改善による利便性の向上を
図っていく。

施策の柱３-２　世界に誇れる技術を持った中小企業を育てる（中小企業支援）　

3-2
市民意識調査「企業への支援
や誘致などの工業振興」にお
ける市民満足度
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

7

市内事業者のECサイト等新規
構築支援件数（Ｒ３年度から
の累計）

6 件

8

企業立地促進事業費補助金交
付件数（H30年度からの累
計）

3 件

3-2-2
デジタルを活用して、地域産
業を盛り上げます

Ｃ

内陸フロンティア推進課

【主な取組内容・成果・要因】
　「ビジネスニーズ参入支援事業補助金」（補助対象事業である新たな「事業展開等」に当てはまる場合にＥＣサイトの構築
にも活用可能）を運用した。
【今後の方向性】
　「ビジネスニーズ参入支援事業補助金」は、令和６年度までで終了とする。
　「産業ポータルサイト」において、これまでの利用実績（事例）と絡めるなどして、より具体的に活用方法を認識していた
だけるよう努めていく。

商工課

― 件 10 件 B

3-2-3
地域に元気をもたらす地域産
業を創出します

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は１件の交付を行った。立地面積9,293.1㎡、新規雇用1人、設備投資734百万円の事業効果があり、これにより
市内の産業活性化及び就業機会の確保を図ることができた。
　令和６年度は２件の交付を予定していたものの、うち１件は企業側の都合により申請を翌年度に先送りすることとなった
が、これは立地を取り止める動きではない。
　その他、デベロッパーや静岡県企業立地推進課・東京事務所・大阪事務所、金融機関を通じて島田市に進出意向のある企業
に関する情報収集を行うとともに、県内へ立地に興味がある企業や仲介企業に対し企業誘致活動を行った。
【今後の方向性】
　令和６年度の申請を見送った１件は翌年度申請予定であり、着実な立地を見込んでいる。
　新東名島田金谷IC周辺地区や市内の遊休地の情報提供、市の地域特性や立地企業に対するインセンティブ（補助金・税制優
遇・融資制度など）をPRし市内への誘致・補助金交付へ結びつけたい。
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

20 件

10

中心市街地の空き家・空き店
舗への出店支援件数（R1年度
からの累計）

18 件

3-3-1
中心市街地のにぎわいづくり
を進めます

Ｂ

【主な取組内容・成果・要因】
　中心市街地の遊休不動産を活用して事業を始める事業者に対し、遊休不動産リノベーション応援事業補助金（1件につき対象
経費の２分の１以内かつ上限100万円（スタートアップの場合は150万円）の補助）による支援を行っている。令和６年度は
４件の遊休不動産がリノベーションされ、新規事業者が出店した。（申請５件、うち１件は事業者都合により取り下げ）
【今後の方向性】
　物件の魅力や価値が向上する「リノベーション」に該当するか申請前にヒアリング実施することで、着実な交付につなげ
る。また、今年度から地域木材利用促進事業費補助金との併用が可能となったため、地域の木材を利用したリノベーションを
推奨していく。

商工課

6 件

【主な取組内容・成果・要因】
　主な取組としては、「島田夏まつり」や「産業まつり」、「しまだ元気市」、「駅前イルミネーション」等の各種イベント
を開催することで、商店街や個店を支援し、中心市街地への来訪者を増やすことで中心市街地の賑わいを創出した。また、物
価高騰の影響を受ける市内生活者の消費の下支えと消費低迷、原材料価格上昇の影響を受ける市内事業者の支援を目的とした
「プレミアム付きデジタル商品券事業」を実施した。
　成果としては、公共空間を活用したイベントを37回開催した。またデジタル商品券については約３億円分を販売した。イベ
ントやお得な商品券の販売により、地域のにぎわいを生み出すことができた。
　今回の実績値の要因としては、イベントから個店への集客が不十分な点やイベント出展時の各店舗のPR不足、商店街に在籍
している店舗の出展数が減少、事業者の高齢化や後継者の不足による閉店、そもそも商店街以外での買い物の選択肢（通信販
売、大型店舗）が増えていることが要因と考えられる。
【今後の方向性】
　魅力ある店舗が増えるように遊休不動産リノベーション応援事業補助金や創業補助金制度を活用し、新規出店がしやすい環
境を継続して維持していく。また、駅前での新規イベントや広場部分の有効活用を検討し、島田駅を訪れる人を増やしてい
く。
　島田駅前に人がいないことが課題であるため、駅前の活性化を優先的に取り組む必要がある。

商工課

13.8 ％％ 15.0 ％

9

13.8

施策の柱３-３　商店街や個店を支援し、地域のにぎわいを生み出す（にぎわい創出）　

3-3
市民意識調査「魅力ある商店
街づくりなどの商業振興」に
おける市民満足度
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

500 件

12

産業支援センターにおける商
業者・サービス事業者等の個
別相談件数

478 件

3-3-3
チャレンジする商店主を支援
します

Ｃ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年１月に発生した能登半島地震の影響により、国の専門家派遣が削減されたことが、相談件数減少の主な要因と考え
る。
　令和６年度の産業支援センターでの業種別個別相談の内訳を見ても、1,018件のうち、約46.9％が「生活関連サービス業・
娯楽業」「卸売業・小売業」「宿泊業・飲食業・サービス業」であり上位3位を占めた。
　また相談内容別の内訳では、「販路拡大」が393件、「創業」が244件と上位2位となっており、WebやSNSの活用及び新規
創業に挑戦する等の傾向が高まる中で、個別相談による伴走型支援に注力した。
478件の内訳（生活関連サービス業・娯楽業 185 者、卸売業・小売業 149 者、宿泊業・飲食業・サービス業 144 者）
【今後の方向性】
　経営者の高齢化や親族内の承継の減少による後継者不足などの市内事業者の課題と併せ、新規創業者のニーズに合わせた事
業活動の支援を引き続き実施していく。

商工課

472 件

Ａ

【主な取組内容・成果・要因】
　大イベント…第70回島田夏まつり、産業祭り、
　おび通り…しまだ元気市（10回開催）、各種イベント　14回
　サンカク公園…イルミネーション点灯式、その他マルシェ　15回
　公園の使用申請について、㈱まちづくり島田で全て受付・確認することで、手続きの簡略化を実現した。
【今後の方向性】
　引き続き、イベント開催に伴う利用申込手続きを滞りなく実施していく（㈱まちづくり島田への指導）。
　また、イベント実行委員会に所属しているイベントについてのバックアップをしていく。

商工課

37 回

11

公共空間を活用したイベント
の回数（官民合計） 26 回 36 回

3-3-2
公共空間を活用して、人と人
をつなげます
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

Ａ

【主な取組内容・成果・要因】
　農協転貸及び利用権設定の期間満了による更新、法人への呼びかけ、基盤整備事業の貸借、農用地利用集積計画に基づく利
用権設定の廃止により、農地中間管理機構を利用した農地の集積を進めることができた。
【今後の方向性】
　基盤整備事業及び地域計画に基づく貸借により、農地中間管理機構を利用した農地の集積をさらに進める。

農業振興課

164.9 ha

15

農地中間管理機構を利用した
農地集積面積 77.6 ha

125 人

14

複合経営に取り組む認定農業
者数

162.6 ha

111 人

3-4-1
次の世代へつながる「稼ぐ農
林業」を目指します

3-4-2
農地を集積・集約し、生産体
制を強化します

Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和２年度末の認定農業者数は387人であったが、令和６年度末は340人に減少した。そのため、複合経営に取り組む認定
農業者数も減となった。（県認定16人、市認定95人＝111人）
【今後の方向性】
　農業者の高齢化及び担い手不足などにより、農業を取り巻く環境は厳しい。
　今後、担い手の確保・育成を進めるとともに、複合経営についても推進していく。

農業振興課

115 人

【主な取組内容・成果・要因】
　市民満足度が低下した要因としては、食品価格高騰により生活が苦しくなったことが大きな原因と考えられる。特に主食で
ある米については、値上がりや備蓄米の放出遅れなど、連日テレビで報道されるなどしたことより、市民の関心が高く、この
ことが市民満足度の低下につながったと考えている。
【今後の方向性】
　茶業については有機茶、抹茶、粉末茶の需要が好調なことから、慣行農業と合わせ、有機農業を選択肢のひとつとし、国が
掲げる「みどりの食料システム戦略」に沿って、次世代に継承するために、収益性の向上を目指し取り組んでいく。
　また、米の増産等については国の動向を注視して進めていく。

農業振興課

18.4 ％

13

20.6 ％ 23.1 ％

施策の柱３-４　地域の特色を活かした農林業を進める（農業・林業）　

3-4
市民意識調査「農林業の振興
（生産基盤の整備・後継者育
成等）」における市民満足度
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

農林整備課

【主な取組内容・成果・要因】
　基準値算定時点において燃料費等が一部算入されていなかったため、公共施設の管理運営に関する費用を令和４年度より改
めて抽出しなおした結果、目標値に比べて大幅に増加したものである。
　その他の要因としては、①人口減少による分母の縮小（R4：96,130人→ R6：94,270人）、②使用料収入の減少（R4調定
額：約218,243千円 → R6調定額：約209,992千円）③光熱水費、人件費の増加、物価高による支出の増加等が挙げられる。
【今後の方向性】
　特殊な設備の保守点検や更新にかかる費用の増加が今後も見込まれることを踏まえ、包括施設管理委託方式による施設の品
質向上を通して突発的な支出の抑制につなげるといった取組を継続し、１人当たり負担額の上昇の抑制に努める。

90.0 ％ Ｂ56.0 ％

34.7

16

農地中間管理機構を利用した基
盤整備事業の進捗率（切山地
区・落合地区・諏訪原地区）

5.0 ％

3-4-3
農林業生産基盤の整備を推進
します

17

有機・無農薬栽培茶園面積 31.8 ha ha 60.0 ha Ｃ

3-4-4
お茶の魅力を発信し、茶業の
振興を図ります

【主な取組内容・成果・要因】
　有機・無農薬栽培茶園面積については、環境保全型農業を実践する農業者に対し交付する環境保全型農業直接支払交付金の
対象面積を計上している。令和６年度は有機茶の実践者が６名増加したが、５名の栽培面積が減少したため、前年を下回っ
た。
【今後の方向性】
　環境負荷低減に資する取組を推進する「みどりの食料システム法」が施行され、有機農業の拡大に向けた取組などに支援が
広がっている。当市でもオーガニックビレッジ宣言をし、有機農業産地づくりを進めていくことから、有機・無農薬栽培茶園
の増加に向け取り組んでいく。

農業振興課
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

観光課

50.9 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　これまで、継続的に県内外において実施して来たプロモーション活動の成果により国内認知度は36.8％、平成30年から
16.8ポイント上昇している。また、その成果により年々観光交流客数は増加しており、特に観光消費額が大きい宿泊客につい
ては、観光戦略プランで目標とした年間宿泊客数24万人を上回る成果が出ていることが、観光消費額を押し上げた要因となっ
ている。
　加えて、宿泊客の増加の要因の１つにインバウンド利用者の増加がある。インバウンド客のうち、富士山静岡空港における
搭乗者数が最も多い韓国からのインバウンドについては、飛行機の到着時刻が夕刻の時間帯であることから、そのまま市内で
夕食を摂り市内のホテルに滞在していることが旅行代理店からの聞き取り調査により判明しており、これも宿泊客増加の要因
の一つとなっている。
【今後の方向性】
　インバウンド客や国内観光客の観光消費を高めるためには、旅行代理店が販売する商品に島田市を訪問先に加えた旅行商品
を開発していただくことが必要であるため、ラウンドオペレーターを対象としたファムツアーを実施することにより、ツアー
商品の開発を促進させる。

観光課

6,600 円／人 Ａ

3-5-1
地域資源を活用し、「稼ぐ観
光」を目指します

％

6,767 円／人

【主な取組内容・成果・要因】
　観光消費単価、観光交流客数は増加しているものの、市民意識調査の結果はこれまでで最低の数値となった。これは、プロ
モーションによる認知度の向上、インバウンド客や宿泊客の獲得といったことが、地域の特色を活かした観光の振興にうまく
リンクできていないためと推察する。また、地域別でみると伊久身・大長地域と川根地域の中山間地域における満足度が大き
く低くなっており、当該地域に対して積極的・効果的な関与ができなかったためと考える。
【今後の方向性】
　このめざそう値を達成するためには、地域住民と行政が観光振興に関するビジョンを共有すること、行政が中心となってそ
のビジョンに基づいた施策展開を図ること、実施したことが地域住民に伝わること、施策の効果を地域住民が実感できること
が必要となると思われる。小柱のめざそう値の達成状況を鑑みると、現状では特に実施したことが地域住民に伝わることが不
足しているため、まずはメディアなどを活用して市の取組が広く市民に伝わるよう情報発信してく必要があると考える。特に
満足度が低い中山間地域においては、昨年度から実施している「大井川であそぼうけん事業」を促進し観光客の回遊を図ると
ともに、地域との連携・情報共有を進めることで地域住民が観光による地域の賑わい創出を実感できるよう取り組んでいく。

観光消費単価 6,141 円／人

19

38.2

18

42.4 ％

3-5
市民意識調査「地域の特色を
活かした観光の振興」におけ
る市民満足度

施策の柱３-５　地域の魅力を活かした観光振興を図る（観光）　
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

110,669 人 155,000 人 Ｄ

21

蓬莱橋利用者数 114,354 人

3-5-3
蓬莱橋周辺の整備を進め、訪
れる人の満足度を高めます

【主な取組内容・成果・要因】
　島田市宝来地区かわまちづくり計画（平成29年度から令和３年度まで）に基づいた左岸側の整備により、観光客等の滞在時
間の延伸・観光消費、広場等の利用促進が進み、賑わいが生まれている。蓬莱橋利用者数は、猛暑日や台風及び蓬莱橋上部工
架替工事による通行止めなどの影響により減少したと考察するが、令和６年度の蓬莱橋897.4茶屋の売上前年度比108.9％、
蓬莱橋897.4広場の使用承認件数は71件となったことから、広場等の利用促進により、蓬莱橋周辺への来訪者は増加している
ことが考えられる。
　蓬莱橋の拠点性向上については、令和２年度に大井川蓬莱橋右岸かわまちづくり計画（令和４年度から８年度まで）が登録
されたことにより、右岸側も国の支援を受けながら整備を進めていくことが可能となった。大井川蓬莱橋右岸かわまちづくり
の取り組みを推進することにより、両岸を魅力化するこで結びつきが強化され、憩いと賑わいのある水辺空間の創出が図られ
る。蓬莱橋右岸側は、令和４年度・５年度において国の基盤整備が完了した。令和６年度に島田市が右岸整備に係る設計業務
を行った。
【今後の方向性】
　引き続き「かわまちづくり計画」に基づき、蓬莱橋両岸のソフト・ハード施策を進め一体性が増すことで、蓬莱橋周辺での
市民・観光客の憩いや交流の場を生み、島田市の観光拠点の一つである蓬莱橋のさらなる誘客及び利便性の向上を図り、憩い
と賑わいのある水辺空間の創出の場としていく。蓬莱橋利用者数については、右岸整備により、左岸から右岸への渡橋を促し
ていく。

観光課

20

観光交流客数 190 万人 295 万人 300 万人 Ｂ

3-5-2
魅力ある観光情報を効果的に
発信し、交流人口を拡大しま
す

【主な取組内容・成果・要因】
　（Ｒ６年度実績）島田夏まつりやかわね桜まつり等のイベント来場者数および茶の都ミュージアムや石畳茶屋縁の入場者数
が前年度比大幅に増加した一方、市内の観光交流客数を牽引しているKADODE OOIGAWAの来場者数が92万人となり、目標
としている100万人まであと少しのところであるが、前年度比96.1％で前年度より来場者数が減少している。これはトーマス
号の運行開始が例年より遅れたことにより、繁忙期のGWの来館者数が減少したこと等が理由と考察している。温泉施設の川根
温泉ふれあいの泉や田代の郷温泉伊太和里の湯については、コロナ前の入場者数まで回復していない状況が続いている。ま
た、国内で増加しているインバウンドの獲得については、まだまだ誘客に繋げられていな状況であるため、効果的なプロモー
ションを行い誘客へ繋げる。
【今後の方向性】
　川根温泉と川根温泉ホテルについては、一体的な管理運営により、連携した取組による誘客の増加を図る。あわせて、川根
温泉ふれあいの泉、川根温泉ホテル、田代の郷温泉伊太和里の湯において、３施設共通ポイントカード・回数券などにより利
用促進を図る。
　インバウンドについては、海外向けの旅行代理店等に接触する機会を増やし、訪日時における立寄り先として認知を広げる
とともに、インバウンドの誘客へとつなげる。

観光課
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施策と内容 所管課
グラフ

実績値
R7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6

政策分野3　地域経済を力強くリードするまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

11.0 ％ Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　昨年度と比べて1.1%認知度が低下した。要因としては設問内容の変更が考えられる。令和５年度までは設問項目で「大井川
川越遺跡　東海道島田宿」と記載していたものを、東海道島田宿の認知度と明確に分けるため今回の調査から設問項目を「大
井川川越遺跡」のみとした。
　認知度は昨年度から低下したものの、「大井川川越遺跡」単体での認知度が、「大井川川越遺跡　東海道島田宿」双方の認
知度であった令和元年度とほぼ同水準に達していることから、コロナ前よりも大井川川越遺跡の認知度が向上していることは
確かである。
　コロナ禍を経て、市並びに民間事業者主催のイベントが増え、静岡県内を中心にメディア露出も増えた。また、大井川鐵道
やKADODE OOIGAWAなど近隣施設の認知度アップも、大井川川越遺跡の認知度向上に寄与していると考えられる。
【今後の方向性】
　今後も文化財の保存と並行した活用を行う。また、民間主催のマルシェやワークショップの開催を促進し、文化財を市内外
の人々に「活用してもらう」ことで、大井川川越遺跡の存在の自分ゴト化を図る。「自分の地元にこんな素敵な場所があった
んだ」、「もっと色々な人に使用をしてもらいたい」と主催者間での口コミも見られるため、①文化財の利用→②同業者間で
の口コミ→③文化財の利用といった好循環につなげたい。
　現状、情報発信ツールとしてInstagramや博物館HPといったオウンドメディアを活用しているが、閲覧者がそこまで多くな
いのが現状である。公式LINEや市役所デジタルサイネージなどの媒体もさらに活用しながら、市民中心に大井川川越遺跡の情
報を発信していく必要がある。

博物館課

22

島田宿川越遺跡認知度 8.3 ％

3-5-4
川越し街道の魅力を高め、に
ぎわいを創出します
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施策と内容 所管課

2

市内の再生可能エネルギー設
備の導入量 61,219 kW

【主な取組内容・成果・要因】
　市内の再生可能エネルギーの設備容量は着実に増加している。特に、住宅の屋根置きが大半となる家庭用の太陽光発電設備
（出力10kW未満）は市による補助制度廃止後も毎年1,200kW程度堅調に増加している。環境を取り巻く世界情勢の変化に加
え、各種環境学習などの啓発活動により、市民のライフスタイルが脱炭素型に移行しつつあることがうかがえる。
【今後の方向性】
　県の太陽光発電設備等共同購入支援事業に協力し、市民の共同購入事業への参加の周知を募り、住宅用太陽光発電設備の導
入を促進する。
　太陽光発電以外の再エネ導入が進んでいないことは課題であるため、導入の可能性を探っていく必要がある。

90,000 kW

R6

67,971 kW

実績値

60.1 ％ 90.0 ％

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価

施策の柱４-１　地域循環共生圏を形成する（脱炭素社会・エネルギーの地産地消・循環型社会・環境教育）　

1

【主な取組内容・成果・要因】
　市民意識調査の結果は低下しているが、令和6年度は市内自治会をはじめ、ごみ減量についての出前講座を33回開催し、職
員が地域に出向き、現状や課題について説明を行ってきた。
　住宅用省エネルギー設備費補助金については106件の申請があり、家庭への省エネルギー設備の設置に対する補助金の交付
を行った。
【今後の方向性】
　ゼロカーポンシティを目指すためには、CO2の削減が必要となる。
　今後も誰でも取組ができる身近なごみの減量を市民にお願いしていくことで市民の意識の向上を図っていきたい。
　また、自治会をはじめとしたごみ減量の出前講座やを開催し、現状の周知を行うとともに、民連携事業として、市民参加型
のイベント「プチっとキエーロをつくってみよう」を開催し、ごみの問題について自分事として捉えるような意識付けを行っ
ていく。

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

環境課

4-1
市民意識調査「地域循環共生
圏の形成」における重要度

4-1-1
エネルギーの地産地消を推進
します

Ｃ

環境課

64.7 ％

基準値
（計画策定時）
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

4

リサイクル率

5

一人１日当たりごみ排出量 871

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は基準値を下回ったものの、当市に限らず全国的な現象として、デジタル化に伴う紙媒体の流通減少や民間設営
の古紙類の排出場所増加等により資源類の回収量が減少していることで、リサイクル率の低下につながったと考えられる。
【今後の方向性】
　今後もこれまでと同様にリサイクルの啓発に努め、燃えるごみに混入されやすい雑紙や古布類の分別を周知徹底することで
資源の有効活用を図っていく。また、資源類の回収拠点の増設や新たなごみ資源の活用など、既存の取組に加えリサイクルを
促進する環境整備を検討していく。

環境課

727,881市内の使用電力量 733,366 MWh

4-1-2
省エネルギーを推進します

4-1-3
資源のリサイクルを推進しま
す

4-1-4
ごみの減量を推進します

3

16.5 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　市内の使用電力量は、産業・業務での使用が多いことから、取組の成果が達成率に反映されにくい。
＜住宅用省エネルギー設備設置費補助金＞
　補助対象設備の設置により、市内の使用電力量の削減に寄与している。補助金交付件数は令和６年度106件。
【今後の方向性】
　市全体としては、産業部門や民生部門の省エネ推進を推進していく必要があるため、関係課との協力しながら進めていくこ
とが必要となる。太陽光発電による再エネ電力の自家消費を促進するための蓄電池導入はエネルギー使用の平準化と災害時の
レジリエンス強化にはなるが、温室効果ガス削減効果はないため、再エネ発電設備導入、住宅の断熱性能向上、省エネ設備導
入などの温室効果ガス削減効果の大きなものの促進を含めて補助金制度のあり方を検討していく。
　市（地方自治体）としては、地球温暖化対策実行計画事務事業編の目標達成に向けて全庁的に再エネ・省エネの推進に取り
組んでいく。

17.7 ％

MWh

g／人・日

環境課

Ｄ

A

環境課

D

g／人・日

【主な取組内容・成果・要因】
　前年度と比べ燃えるごみが令和５年度の26,108トンから令和６年度の25,298トンと810トン減少したことから一人１日当
たりの排出量も減少している。主な要因としては、物価高騰による買い控え等が考えられるが、それに加え、SDGsの浸透など
により環境やごみに対する市民意識が向上したことも減量につながった要因の一つであると考えられる。
【今後の方向性】
　今後も市民に対して、ごみ処理の現状と課題を周知し、ごみ減量の必要性を伝えていく。また、燃えるごみの約３割を占め
る生ごみの減量として、生ごみ処理容器等購入補助の継続や生ごみの水切りの徹底を啓発していく。生ごみ処理容器キエーロ
については、より多くの市民が利用できるようにぷちっとキエーロの普及を推進していく。

794

700,000MWh以下

基準値以上

821g／人・日以下

733,366 728,740 
685,545 

727,881 

0 

700,000 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

17.7 17.1 16.4 16.5 

0

17.7

0

5

10

15

20

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

871 840 812 794 

0 

821 

0

200

400

600

800

1,000

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

52



施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

6

アース・キッズ事業など環境
学習への参加者数（H18年度
からの累計）

27,604 人

4-1-5
環境教育・学習を推進します

【主な取組内容・成果・要因】
　達成率は例年右肩上がりの上昇傾向にある。R6年度で100 %を超えた。アースキッズ事業は県、市、静岡県地球温暖化防止
活動推進センターが連携し実施しており、地球温暖化防止のための県民運動「ふじのくにCOOLチャレンジ」事業の一つとし
て、子どもたちがリーダーとなり、家庭で地球温暖化防止に取り組むプログラムである。プログラム専用冊子を使い、自宅の
エネルギー使用量を把握するとともに、地球温暖化に関する講座や手回し発電、ごみ分別ゲーム等の体験やゲームを通して、
楽しみながら温暖化防止への具体的な取り組み方法を考え身につけさせることを狙いとしている。夏休み親子環境学習講座開
催事業は島田ガス㈱と共同し、環境に対する幅広い知識の習得や島田市のゴミ処理施設「田代環境プラザ」の概要を知るため
の講座を開催している。それぞれ子供がゲームを通じたり、夏休みの自由研究に利用したりと主体性を高めることができる環
境学習事業である。
【今後の方向性】
　近年、アースキッズを実施する市内小学校が減ってきており、アースキッズを今後も従来通りに実施していくか否かは、令
和７年度以降の実施希望小学校数によっては検討しなければいけない課題となる。また夏休み親子環境学習は令和６年度は例
年に比べ参加者数が少なかったため、広報の仕方やタイミング、実施曜日の選定が必要である。

34,209 人

環境課

人34,000 Ａ
27,604 

31,044 
32,642 

34,209 

0 

34,000 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

53



施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

8

森林整備面積（H30年度から
の累計） 636 ha 1,456 ha 2,200 ha Ｃ

85.0 ％

7

4-2
市民意識調査「森林などの自
然環境の保全」における重要
度

4-2-1
森林環境の保全を図ります

【主な取組内容・成果・要因】
　各種補助事業を実施し、林業経営体の支援を行うことにより、間伐等を始めとする森林整備の促進を図り、適正な森林管理
を図っている。また、計画的な森林整備を促すために、林業経営体による森林経営計画の策定の支援を行っている。
　建築資材や燃料等の高騰による建築費用の増大に伴い、新築住宅の建築戸数の減少等、木材需要が減少しており、引き続き
林業経営体は厳しい状況に置かれている。
　県の事業である森の力再生事業が、令和７年度に10年計画の第２期最終年度を迎える。そのため、県が令和６年度までの累
計整備面積を当該事業存続の判断材料の１つとし、市内林業経営体へ当該事業の実施を勧めたことを主因に、県の整備面積
（島田市内）は前年度比約26ha増加した。
　一方、木材需要の減少等もあり、市の整備面積は前年度比約51ha減少し、県＋市の整備面積は前年度比約25haの減少と
なった。
【今後の方向性】
　国県市の様々な補助事業により林業経営体を支援し、森林整備面積の増加を図っていく。また、計画的な森林整備を促すた
めに、林業経営体による森林経営計画の策定について支援を行っていく。

農林整備課

農林整備課

施策の柱４-２　みどり豊かな自然を守り育む（森林環境・農地保全・緑化活動）　

79.7 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　森林整備の補助事業の多くは国県の事業であるため、国県の予算の状況等により事業量が大きく左右される。また、建築資
材や燃料等の高騰による建築費用の増大に伴い、新築住宅の建築戸数の減少等、木材需要が減少しており、引き続き林業経営
体は厳しい状況に置かれている。
　県の事業である森の力再生事業が、令和７年度に10年計画の第２期最終年度を迎える。そのため、県が令和６年度までの累
計整備面積を当該事業存続の判断材料の１つとし、市内林業経営体へ当該事業の実施を勧めたことを主因に、県の整備面積
（島田市内）は前年度比約26ha増加した。
　一方、木材需要の減少等もあり、市の整備面積は前年度比約51ha減少し、県＋市の整備面積は前年度比約25haの減少と
なった。
【今後の方向性】
　国県市の様々な補助事業により林業経営体を支援し、森林整備面積の増加を図っていく。また、計画的な森林整備を促すた
めに、林業経営体による森林経営計画の策定について支援を行っていく。
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は接ぎ木による苗木の育成が不良だったことから植樹は行わなかった。
【今後の方向性】
　苗木の育成に課題はあるが、引き続き接ぎ木（苗木）の育成に努める。

建設課

85 本

10

帯桜植樹本数（Ｈ27年度から
の累計） 13 本

50,000 人 Ａ

9

多面的機能支払交付金事業に
おける地域活動参加人数
（H30年度からの累計）

100 本 Ｂ

農林整備課

22,755 人 51,049 人

4-2-2
農地や森林が持つ多様な効果
を守り、活かします

4-2-3
まちの緑化を推進します

【主な取組内容・成果・要因】
　年間の通常活動人数は、昨年と比較し若干減っているが、年間目標人数である5,500人は、順調に達成できており、達成率
も100%を達成した。
【今後の方向性】
　農業用施設や農地保全に関わる要望対応や補助事業等支援を行い、農業者減少を抑制することで農業活性化を図り、より活
動参加人数の増加を目指す。また、他団体の活動参加への周知も行い、活動組織数の増加も図っていく。
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

戦略推進課

Ｂ

【主な取組内容・成果・要因】
　公共下水道事業では、167戸の新規接続があった。
　合併処理浄化槽事業では、312基（内訳：新設205基、単独処理浄化槽からの転換101基、くみ取り便槽からの転換６基）
について補助金を交付した。
【今後の方向性】
（公共下水道）整備済み区域内の方々への接続依頼を継続し、普及率の増加に努めていく。
（合併処理浄化槽）令和７年度も合併処理浄化槽設置補助金を交付する。また補助事業について、ホームページや広報等で積
極的にPRしていく。

下水道課

74.4 ％

12

汚水処理人口普及率 69.1 ％

11

76.3 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、基準値から0.８ポイント、前年度から2.6ポイントの増加となった。
　３つの小柱のうち、水資源の保全に向けた取組の指標について、「汚水処理人口普及率」は前年度から0.2ポイント上昇し、
「『リニア中央新幹線建設工事に伴う大井川の流量減少予測への対策』に対する市民の関心度」は前年度から1.1ポイントの上
昇となったことも踏まえて、水資源・水環境の保全に関する意識が高まっているものと考える。「市内一斉環境美化活動実施
地区数」については、昨年度に引き続き増減がなかった。
【今後の方向性】
　水資源の保全と水環境を守っていくためには、市民、事業者、行政がそれぞれの役割を果たすとともに、これまで以上に一
体となった取り組みが必要と考える。
　今後もあらゆる機会を通じて、本市における水資源・水環境の重要性の啓発に努め、本市の恵まれた水資源と水環境を次世
代に引き継いでいくための取組を積極的に進めていく。

89.0 ％ 89.8 ％

施策の柱４-３　水資源と水環境を守る（水環境）　

4-3
市民意識調査「水資源・水環
境の保全」における重要度

4-3-1
水資源を保全します

基準値以上
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、基準値から0.6ポイント、前年度から1.1ポイントの増加となった。
　調査時期である令和７年６月に開催された「静岡県中央新幹線環境保全連絡会議　第20回地質構造・水資源部会専門部会」
において、水資源に関する対話項目が全て完了したことから、リニア中央新幹線整備に係る市民の関心が高まったと考えられ
る。
【今後の方向性】
　水資源の保全と水環境を守っていくためには、市民、事業者、行政がそれぞれの役割を果たすとともに、これまで以上に一
体となった取り組みが必要と考える。
　今後もあらゆる機会を通じて、本市における水資源・水環境の重要性の啓発に努め、本市の恵まれた水資源と水環境を次世
代に引き継いでいくための取組を積極的に進めていく。

戦略推進課

86.7 ％ Ｃ

14

市民意識調査「リニア中央新幹
線建設工事に伴う大井川の流量
減少予測への対策」に対する市
民の関心度

86.1 ％

68 自治会

13

市内一斉環境美化活動実施地
区数

93.6 ％

64 自治会

【主な取組内容・成果・要因】
　市内一斉美化活動（川ざらい）は、農業用水の確保とともに生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的に40年以
上継続している。
　この事業は、自治会・町内会組織が主体となって取り組んでいただいている活動であり、市は地域の活動（協力）に対し
て、必要資材（土のう袋、石灰）の配布、土のう置場の確保及び運搬、地域が借り上げた車両に対する補助金の交付により支
援している。
【今後の方向性】
　高齢化社会を迎え、市内一斉美化活動（川ざらい）のあり方についても過渡期にあると認識している。
市としては、安全な作業に努めていただき、暗渠(あんきょ)等の危険な場所の作業や大掛かりな改修工事は市に御相談いただく
ようお願いしている。
　市内一斉美化活動（川ざらい）を計画している島田市環境衛生自治推進協会から全自治会へアンケートを実施した結果、川
ざらいの実施を必要とする自治会が現状ではまだ多数あることから,市は要望のある限り支援を継続していく意向であり、島田
市環境衛生自治推進協会の行事・広報等により環境衛生についての関心を高める必要がある。

環境課

64 自治会 Ｃ

4-3-2
水環境を守ります

4-3-3
リニア中央新幹線整備におけ
る水資源と自然環境の保全に
取り組みます
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

建築住宅課

17

中古住宅購入補助件数（H29
年度からの累計） 36 件

【主な取組内容・成果・要因】
　補助額や制度内容の見直しを段階的に行い、より活用しやすい制度としているため申請件数が増加したと考える。
【今後の方向性】
　前年度に引き続き、問い合わせ件数や申請件数が増加傾向にある。限られた予算の中で多くの中古住宅購入者が利用できる
よう検討する必要がある。

99 件 Ｂ

16

耐用年数が経過した市営住宅
の解体すべき戸数 94 戸

【主な取組内容・成果・要因】
　基準値算定時点において燃料費等が一部算入されていなかったため、公共施設の管理運営に関する費用を令和４年度より改
めて抽出しなおした結果、目標値に比べて大幅に増加したものである。
　その他の要因としては、①人口減少による分母の縮小（R4：96,130人→ R6：94,270人）、②使用料収入の減少（R4調定
額：約218,243千円 → R6調定額：約209,992千円）③光熱水費、人件費の増加、物価高による支出の増加等が挙げられる。
【今後の方向性】
　特殊な設備の保守点検や更新にかかる費用の増加が今後も見込まれることを踏まえ、包括施設管理委託方式による施設の品
質向上を通して突発的な支出の抑制につなげるといった取組を継続し、１人当たり負担額の上昇の抑制に努める。

建築住宅課

【主な取組内容・成果・要因】
　安全で安心して生活できる環境を整えるため、交通安全・防犯・消費生活・人権において街頭啓発や出前講座を実施し、市
民意識向上のための啓発を行った。
　犯罪発生件数・消費生活相談件数の評価は低下しているが、出前講座受講者数は増加しており、複雑化・多様化するトラブ
ルに関する知識の普及啓発を広く実施した。
　公共交通においては、高校生の通学や高齢者の買い物・通院等への利用を中心に、交通手段がない方たちに向け公共交通網
を維持した。令和６年度は、金谷循環線にバス停を新設し、ルートの変更及び時刻調整を行い運行路線の維持に努めたが、北
部４小学校の統廃合の影響により通学利用が減少したことなどが影響し、公共交通利用者は前年度と比較し減少した。
　また、「島田市地域公共交通計画」に基づきワークショップを実施し、新たな移動手段の検討を行ったが、移動手段におけ
る課題は依然として残ることから、市民意識調査の結果に影響したと考える。
【今後の方向性】
　安心して暮らせるまちづくりを目指して、市民や関係機関・団体等と引き続き連携・協働し、交通安全・防犯対策や人権施
策、地域の実情に沿った持続可能な公共交通施策を実施していく。

生活安心課

15

B

89.4 ％ ％

施策の柱４-４　住みよい生活環境をつくる（住宅・防犯・公共交通・交通安全・消費生活・人権・男女共同参画・多文化共生）　

4-4
市民意識調査「住みごこちが
よい」と感じる市民の割合

4-4-1
快適な居住環境の確保、安定
した市営住宅の供給に努めま
す

4-4-2
空き家の流通を促進するとと
もに、危険な空き家への対策
を強化します

111 件
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88.3 基準値以上
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　防犯まちづくり講座や青色回転灯防犯パトロールを積極的に実施し、警察署や防犯協会等の関係団体との連携により、街頭
での広報啓発活動やホームページによる情報提供、特殊詐欺被害防止のための同報無線の活用など、犯罪抑制のための活動に
努めた。
　自治会等の地域防犯団体が実施する防犯パトロール等の活動に対しては、地域見守り活動補助金による支援を行い、通学路
に防犯カメラを設置する自治会や町内会に対して、通学路防犯カメラ設置費用補助金により設置費用の一部を支援した。
令和６年度は、令和５年度よりも犯罪発生件数が約40件減少したが、更に犯罪発生件数の減少に繋げるために、市や関係団体
による様々な啓発活動や、地元住民による積極的な防犯活動への支援を継続して実施する必要がある。
【今後の方向性】
　依然として高齢者を狙う特殊詐欺被害、子どもに対する声かけ・つきまとい事案が多く発生していることから、より一層の
関係団体との連携した啓発活動の実施と、自治会を始めとした地域の防犯団体への継続した支援により、犯罪発生件数の減少
に努めていく。

生活安心課

19

地域公共交通利用者数 251,472 人 Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　コロナ禍以降、令和５年度までは利用者数に若干の回復傾向がみられたが、北部４小学校の統廃合の影響で通学利用が減少
したことが影響し、令和６年度は約５千人の減少となった。
　一方、金谷地域では新たに開校した「ふじのくに国際高等学校」の通学需要や工場勤務者の通勤需要により利用が増加して
おり、新たなニーズに対応するためルートや時刻の変更を行っている。今後も利用者数の減少を抑えるため、利便性向上のた
めの改善を継続して行っていく。
【今後の方向性】
　原油価格の高騰、円安による燃料費の上昇など運行経費が下がる要因がなく、さらなるコスト上昇に備える必要がある。
また、改善基準告示改正の影響により、運転手の十分な確保も大きな課題となる。持続可能な公共交通網の構築を目指し令和
５年度に策定した島田市地域公共交通計画に基づき、全市的な運行形態の見直しを行う。
　自動運転などの新たな技術を活用した次世代交通システム導入の調査・検討を行う。

生活安心課

人 260,000

18

犯罪発生件数（刑法犯認知件
数） 295 件 D313 件

4-4-3
防犯活動を推進します

4-4-4
地域の実情にあった公共交通
を運行します
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施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　消費生活相談の相談件数は横ばいであった。デジタル化の急速な進展等によりSNSや電子決済などのデジタルデータを利用
したサービスが普及し、生活の利便性は増す一方で、ネット通販や悪質サイトに関する相談は依然として多い傾向にある。
　令和６年度は消費生活出前講座を17回実施し、受講者からの相談や消費者被害の未然防止に繋がる事例もあった。また、新
たに島田市民児協を対象に見守りの方向けの講座を実施し、脆弱な消費者を地域で見守る体制構築に努めた。
　新聞やテレビ等のメディアの影響により、消費者トラブルへの関心や相談先の認知が広がったことも相談を受けるきっかけ
になっていると考える。
【今後の方向性】
　島田市消費者教育推進計画による「自ら学び、自ら考え行動する消費者の育成」を目指し、引き続き消費者被害に対応した
市政出前講座の実施や、消費者相談窓口及び広報ツールにて情報提供を行い、消費者トラブルの解消・被害の未然防止に努め
る。

生活安心課

493 件 D

21

消費生活相談件数 505 件

20

交通事故（人身事故）発生件
数 478 件 A

【主な取組内容・成果・要因】
　警察を始めとした関係団体と連携した交通安全啓発活動や交通安全講習会を実施し、市役所関係部署や警察署、学校、自治
会等の関係機関・団体と協議し、交通安全施設等の整備に努めた。地道な活動の継続が件数の減少につながっていると考え
る。
【今後の方向性】
　第11次島田市交通安全計画に基づき、交通安全対策の推進を図る。交通事故発生件数は年々減少傾向にあるものの、依然と
して交通死亡事故が発生しているため、引き続き、交通安全運動を推進し、市民一人ひとりの交通安全意識を高めることに努
める。
　また、交通安全施設の設置の必要性について、島田警察署を始めとした関係団体と協議・調整を図り、交通事故のない安全
な地域づくりを進めていく。

生活安心課
4-4-5
交通安全対策を推進し、地域
の安全を高めます

4-4-6
消費生活対策を推進します

358 400件以下

450件以下

件 478 
443 

420 

358 

0 

400 

0

100

200

300

400

500

600

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

493 505 500 505

0

450

0

100

200

300

400

500

600

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

60



施策と内容 所管課

R6
実績値

政策分野４　住みよい生活環境があり、自然とともに生きるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

基準値
（計画策定時）

市民協働課

23

市民意識調査「女性の社会進
出を推進すべきと思う」市民
の割合

51.7 ％ Ｄ

24

市民意識調査「在住外国人と
の交流・共生」における重要
度

47.0 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、島田市国際交流協会設立10周年記念事業として「フレンドシップパーティ（参加者:令和６年度750人、令和
５年度100人）」を例年よりも規模を拡大して開催し、交流機会の増加に努めた。
　また、新たに「はつくらにほんごクラス」を開設し、全８回を実施、延べ69人が参加した。
　さらに、昨年度に引き続き、警察や川根本町、企業、自治会と連携し「共生対策連絡協議会」に参加し、「地域活動」を
テーマに外国人住民を交えて意見交換会を行った。
　一方、「在留外国人との交流・共生」を重要と考える市民の増加を図るためには、日本人住民が在留外国人に対する理解を
深めるための取組が欠かせないが、この点における取組が不足していたことが、数値低下に影響したと考える。
【今後の方向性】
　日本語教室を継続実施し、日本文化体験など地域住民との交流の場を増やすとともに、引き続き「やさしい日本語」を使っ
た分かりやすい行政情報を発信することで、国籍や民族が違っていても、地域社会の一員として、対等な関係を築いて安全・
安心に暮らすことが出来るよう取り組んでいく。
　また、日本人住民の在留外国人に対する理解を深めるため、交流機会創出や情報提供の方策について検討を進めていく。

22

人権教室事業への参加者数

文化振興課

Ｃ

4-4-8
国籍や文化にとらわれず、多
様な価値を認め合い共に暮ら
します

90.8

44.1 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は、市内の小中学校５校、保育園施設１箇所で人権教室を実施した。参加人数は711人で達成率は877.6％、小
学校では、学年単位、保護者向けなどまとまった人数での実施、中学校では全校生徒対象に実施することができたため目標値
を大幅に達成することができた。
【今後の方向性】
　引き続き、小中学校、福祉施設で人権教室を実施していく。人権尊重の重要性について理解を深めてもらうよう努めてい
く。

生活安心課

260 人 Ａ711 人202 人

4-4-7
人権が尊重される社会、男女
共同参画社会の実現を目指し
ます

4-4-7
人権が尊重される社会、男女
共同参画社会の実現を目指し
ます

％89.3 95.0 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　肯定的な回答の割合は９割以上を保っており、多くの人が女性の社会進出の必要性を認識している。これは、女性活躍や
ジェンダー平等への社会的な機運の高まりや、市としての啓発活動によるものと考えられる。
【今後の方向性】
　引き続き、市民に対する男女共同参画の理解促進を図っていく。また、性別役割分担意識を原因とする女性自身の遠慮やた
めらいを解消していくためには、周囲の人々の理解や協力が必要不可欠となる。女性の社会進出を阻害する要因となっている
ものを分析し、周囲が後押しできるよう、意識啓発の取組へとつなげていく。
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施策と内容 所管課

【主な取組内容・成果・要因】
　築城450年記念を迎えた令和５年度と比較して来館者数は減少したが、諏訪原城が持つ価値を情報発信し、集客の視点にお
いて一定の実績を維持していると認識している。
　諏訪原城の歴史や構造、発掘調査の成果を説明した展示パネル、出土した茶碗・鉄砲玉の実物展示といったビジターセン
ターの施設機能に頼ることなく地域観光の活性化へとつなげるために、限定御城印の販売、諏訪原城応援隊現地ツアーの実
施、しまだ大井川マラソンinリバティと連携したお城マラソン企画への参加、お城エキスポへの出店など、積極的なプロモー
ション活動を実施した。
【今後の方向性】
　地域観光のさらなる活性化を目指し、プロモーション活動である諏訪原城応援隊イベントなどを継続して実施していく。
　また、歴史的価値の認識向上のため、歴史教育や文化財保護の取組を進めるほか、ビジターセンター内の展示のリニューア
ル、体験型のイベントの実施などの企画・運営を通して注目度を集め、訪問者の増加につなげていく。

15,162 人

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

政策分野５　歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

R6
基準値

（計画策定時）

1

Ａ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度における本市博物館本館および分館の年間観覧者数の合計は26,031人であった。これは令和5年度の実績
27,154人をさらに下回る結果となった。令和５年５月の新型コロナウイルス感染症の「５類」移行や、経済活動の平常化を受
けて観覧者数の回復・増加が期待されていたものの、実際には前年比を下回る結果となった。特に、団体ツアーの減少が大き
く影響し、入場者数が年次単位で減少する傾向が見受けられる。また、常設展示の内容が30年前からほとんど変わっていない
ことが、観覧者数減少の一因となっている可能性があると推察する。
　一方、本市が誇る2つの国指定史跡である「諏訪原城跡」と「島田宿大井川川越遺跡」では、令和元年度以降、積極的な活動
を展開してきた。「諏訪原城跡」においては、御城印の販売や春風亭昇太氏を隊長とする「諏訪原城応援隊」の活用を実施し
ており、「島田宿大井川川越遺跡」では、「和菓子バル」などのイベントに加え、川越遺跡の趣を活かしたマルシェなど多彩
な催し物を開催した。その結果、両施設とも令和2年度以降、来場者数が増加傾向にある。
【今後の方向性】
　博物館本館は、平成４年の開館から30年以上を経過し、施設・設備の老朽化が進むとともに、展示の新鮮さを保つことが難
しくなり、来館者数は横ばい、あるいは減少傾向にある。また、これまでの調査研究や資料収集の成果が常設展示に十分活か
されていないのが現状である。そこで令和６年度は、内部検討による基本計画づくりを進め、施設整備の方向付けを明確にし
たことから、令和７年度には、これからの時代に相応しい、デジタル技術を活用した「島田市博物館（本館）常設展示施設改
修基本計画」を策定し、令和９年度以降に「博物館（本館）常設展示施設改修等設計業務」「改修工事」を進める。歴史を活
かしたまちづくりは、一朝一夕にはできないため、博物館課の立場として市民に島田市の歴史を伝え、認知させ、郷土愛を醸
成していくことが大事なことであるため、今後も継続して事業を進めていく。

博物館課

60.9 ％ 58.2 ％ 63.4 ％

12,522

博物館課

2

諏訪原城ビジターセンター来
館者数

施策の柱５-１　培われた歴史・文化で地域への理解と愛着を深める（歴史・文化）　

5-1
市民意識調査「歴史を活かし
たまちづくり」における市民
満足度

5-1-1
歴史資源を守り、活用を進め
ます
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

政策分野５　歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

R6
基準値

（計画策定時）

人

8,248 人

50,000 人 Ｄ

3

島田市博物館入場者数（分館
含む） 42,292 人

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年５月のコロナ感染症５類移行、さらには経済活動の平常化を受けて入場者数の増加を期待していたものの、令和５
年度の実績（27,154人）を下回った。特に、団体ツアーの減が影響して、入場者数が年次単位で減少する傾向が見られる。
　入場者数の拡大に向け、博物館開館以来30年を経過した本館常設展示室について、本来の島田市博物館の設置コンセプトで
ある「大井川の川越し」に特化した改修を目指している。令和５年度には、機能不完全であったジオラマ部について、スク
リーン化による新たなコンテンツの提供をはじめるなど、施設価値を向上させ、その魅力向上につなげた。また、令和６年度
は、内部検討による基本計画づくりを進め、施設整備の方向付けを明確にした。
　本館：14,658人＋分館：11,373人＝26,031人
【今後の方向性】
　入場者数増に向けて、今後、本館常設展示室の魅力増進に取り組み、現在の「旅と旅人」の展示テーマを改め、国指定史跡
島田宿大井川川越遺跡に特化した展示内容とする。
　加えて、川越遺跡と一体となった魅力ある展示施設とするため、令和６年度の内部検討による基本計画（案）を基本に、令
和８年度以降に実施設計・改修工事を進めていきたい。

博物館課

26,031

4

市民文化祭参加者数 D

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度と比較して、約200人ほどの減となったが、新型コロナウイルス感染症まん延前と同水準の数字となっており、
文化祭に対する市民の関心の深さがうかがえる。
【今後の方向性】
　市民の文化活動の振興のため、活動発表の場や活動との出会いの場として、魅力ある市民文化祭の開催と周知に努める。今
後、人口減少などにより文化の担い手不足等予想されるため、支援等必要な対策を講じていく。

文化振興課

8,282 人

5-1-2
歴史に触れる機会を創出しま
す

5-1-3
文化や芸術に親しむ機会を充
実します
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

政策分野５　歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

R6
基準値

（計画策定時）

13.5 ％

454 万件

629 位

30.0 ％

5

485 万件 Ｂ

【主な取組内容・成果・要因】
　コロナ下においては、市公式ウェブサイトやLINEの活用による市政情報の発信が市民に重要視されていたが、様々な情報が
飛び交う現在においては、情報の内容や発信方法、タイミングなど更なる工夫が必要である。
【今後の方向性】
　市民等に対して有益かつ効果的だと感じてもらえるような市政情報を市公式ウェブサイトやLINE等を活用してタイムリーに
公開及び発信する。併せて、シティプロモーションを更に推進することにより、市内外に市の魅力を発信し、市の認知度向上
にも取り組んでいく。

広報プロモーション課

19.8 ％

広報プロモーション課

6

ホームページ総ビュー数 385 万件

【主な取組内容・成果・要因】
　市公式LINEやXからの投稿にリンクを掲載し情報の着地点を市ホームページに集約するよう努めたが、ホームページ総
ビュー数の向上には至らなかった。
　また、ホームページ記事更新件数が前年度よりも低下しており、新着に上がる件数も減少した。
【今後の方向性】
　シンプルなテキストのみの配信ではURLをクリックしにくい（見つけにくさ、昨今のフィッシング詐欺多発による防犯意識
の高さなどから）。LINEのリッチメッセージ等を活用し、ビジュアルで訴求力を高め、「この画像をタップすると展開するこ
とができる」ことを明確に示してクリック率の向上を図る。
　また、市民にとって知りたいことが掲載されているホームページを作り上げるため、職員の意識醸成を図る。

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度に市外向けの取組が少なかったため実績値は一時的に低下しているが、令和６年度夏以降からはシティプロモー
ションを強化し、ＳＮＳのフォロワー数やビュー数などは増加しているため、継続的に傾向を把握していく必要がある。（参
考：本調査の調査時期　毎年６月下旬から７月上旬）
【今後の方向性】
　これまで開発してきた、島田市の魅力が詰まったコンテンツ（モノ・コト）を効果的かつ継続的に発信することにより、更
なる認知度向上を目指す。情報発信においては、SNS等のデジタルや新聞・雑誌等のアナログでの発信を活用した発信力の強
化に努める。
　また、大阪・関西万博出展や首都圏での出店など、市外向けのプロモーションで認知度を向上させるとともに、市民や市内
事業者と共にシティプロモーション活動を行うことで、市内の機運醸成も図る。

広報プロモーション課

530634 位 位

施策の柱５-２　島田を知り、好きになってもらう（情報発信・シティプロモーション）　

5-2
市民意識調査「情報発信力が
ある」と感じる市民の割合

5-2-1
効果的に情報を発信し、島田
をもっと知ってもらいます

5-2-2
島田市緑茶化計画を旗印とし
たシティプロモーションの推
進により、島田のブランド力
を高めます

Ｃ

7

都市の認知度（地域ブランド
調査）
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

政策分野５　歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

R6
基準値

（計画策定時）

93,495

8
5-3
都市の魅力度（地域ブランド
調査）

480 位703

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度に市外向けの取組が少なかったため実績値は一時的に低下しているが、令和６年度夏以降からは、シティプロ
モーションを強化し、ＳＮＳのフォロワー数やビュー数などは増加しているため、継続的に傾向を把握していく必要がある。
　また、魅力について、何をどのように伝えていくのかさらなる検討が必要だと考えている。（参考：本調査の調査時期　毎
年６月下旬から７月上旬）
【今後の方向性】
　当市の豊かな自然や地域資源、地場産品、緑茶を核とした島田市緑茶化計画のコンテンツなどを出展事業やウェブサイト・
SNSなどの様々な媒体で発信していき、魅力を伝えていく必要がある。
　また、島田市の魅力を継続して伝えていく土壌を作るため、SNSのフォロワーを増やす。そのためにも新たな魅力の発掘を
行う。

広報プロモーション課

576 位 位

500 人 Ｂ

広報プロモーション課

Ａ

広報プロモーション課

9

市外からの移住者数（H27年
度からの累計）

【主な取組内容・成果・要因】
　移住・就業支援金、結婚新生活支援金や不動産バンク（空き家バンク）等の支援制度のほか、移住相談や新たに始めたオー
ダーメイド型移住体験ツアー等を実施した結果、移住に繋げることができた。（令和６年度：56人）
【今後の方向性】
　移住候補地としての島田市の認知度を高めるため、効果的な情報発信に努める必要がある。令和２年度から３年度にかけて
リニューアルを行った移住・定住ポータルサイト「住んでご島田」の更新及びGoogleアナリティクス等での分析を通じてポー
タルサイトへの流入経路や閲覧数等を確認し、移住関心層がどのように島田市を移住先として認知しているかを把握した上
で、移住関心層へのアプローチを検討していく。
　また、移住相談者への継続的なアプローチを行うような体制を作っていく。

5-3-1
移住支援を推進します

5-3-2
島田を応援してくれる人を増
やします

【主な取組内容・成果・要因】
　物価高騰の影響により、ペットボトルコーヒーやトイレットペーパーといった日用品に多くの寄附が集まっている。令和６
年度は、返礼品数の増加に注力し、事業者開拓による新規返礼品の掘り起こしや、既存返礼品のラインナップの追加等を行っ
た。また、ポータルサイトを新たに７サイト追加し、寄附者の目に留まる機会が増えたことも寄附件数の増加につながった。
（令和６年度：29,359件）
【今後の方向性】
　引き続き、返礼品数の増加やポータルサイトでの広告、適切な価格設定等を行い、寄附件数の増加を図るとともに、島田市
のプロモーションチラシへのふるさと納税に関する情報の掲載、広報紙を通じた新規事業者の募集など、他事業と連携しなが
らＰＲ活動を行っていく。

10

ふるさと寄附金寄附件数
（H30年度からの累計）

263 人 485 人

件 70,000 件13,845 件

施策の柱５-３　誰もが暮らしたい、関わりたい、魅力ある地域をつくる（移住・関係人口）　
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

政策分野５　歴史・文化がかがやく、人が集まるまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

R6
基準値

（計画策定時）

Ｄ

市民協働課

【主な取組内容・成果・要因】
　ウエルシア薬局（株）との協働事業として、中山間地域への移動販売車の運行を令和４年度から開始し、令和５年12月から
は、移動販売車を活用した移動行政サービスをスタートした。主に相談支援、見守りに関することが多くなっているが、細か
な情報を入手し高齢者安心センターなどにつなげることができていると感じている。
　川根地区には、集落支援員を配置し、中山間地域における集落の維持や地域づくりに必要な活動を行った。主な取組として
は、地域から意見として出た「観光振興によるまちづくり」を中心に、この取り組みで関係性を持った國學院大學まちづくり
学部とともにまちづくりについて模索している。
【今後の方向性】
　安心して暮らすことができる地域づくりを目指すため、引き続き中山間地域における移動販売車の運行を事業者と協働で継
続し移動行政サービスの充実を図る。
　また、集落支援員による地域ニーズの掘り起こしを行なった結果、観光振興によるまちづくりというテーマが上がったこと
から、観光に軸を置きながら地域づくりに取り組んでいく。

5-3-3
中山間地域での豊かな暮らし
を応援します

84.0 ％80.0 ％

11

市民意識調査「今の場所で住み
続けたい」と思う「川根」「伊
久身・大長」地域住民の割合
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施策と内容 所管課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は出前講座を実施し周知した。達成率は令和５年度と比較し、微増となった。
【今後の方向性】
　島田市の景観施策や景観形成の重要性や必要性について出前講座等により普及啓発を図り、今後も継続して目標値以上を維
持していく。

都市政策課

61.2 ％ Ａ

Ａ

2

立地適正化計画に位置付けた
誘導施設の充足割合 68.9 ％

3

市民意識調査「心地よい景観
の形成」における市民満足度 57.7 ％

6-1-1
コンパクト・プラス・ネット
ワークのまちづくりを推進し
ます

6-1-2
地域景観の向上を図ります

75.6 ％

63.6 ％

75.6 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　島田市立地適正化計画の公表時から、ホームページ等を活用した周知活動と併せて、市民向け出前講座を実施しているが、
市民意識調査における重要度がなかなか上昇しない状況にある。
　市民意識調査における本数値の質問では「わからない」と回答する割合が一定数あることから、市民への浸透を図るため、
周知を継続していく必要がある。
【今後の方向性】
　市⺠におけるコンパクト・プラス・ネットワークの重要性及び島⽥市⽴地適正化計画の趣旨等について、内容を出前講座等
を通じて広く市⺠に周知し、計画の趣旨・重要性の認知度向上を図る。

都市政策課

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値

施策の柱６-１　便利で魅力あるまちの拠点をつくる（都市計画）　

6-1
市民意識調査「コンパクト・
プラス・ネットワークの推
進」における重要度

R6

56.9 ％ 55.0 ％

政策分野６　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価

1

64.4 ％

基準値
（計画策定時）

【主な取組内容・成果・要因】
　島田市立地適正化計画における都市機能施設の誘導には、人口減少及び自然災害に対応したコンパクト・プラス・ネット
ワークなまちづくりの趣旨、有用性を事業者並び地域住民が十分に理解していただくことで実現する。
　令和４年度に島田市立地適正化計画を公表し、計画の趣旨についてことあるごとに周知しているが、施設の誘導を主眼とす
る計画のため、実現にはある程度の期間が必要となる。
　令和６年度においては、前年度に引き続き誘導区域内における誘導施設の充足度を目標水準でキープすることができてお
り、一定の浸透があったと推察する。
【今後の方向性】
　島田市立地適正化計画に謳うコンパクト・プラス・ネットワークなまちづくりについて、引き続き広く事業者及び地域市民
へ周知することで、計画の趣旨及び必要性を理解してもらい、既存の誘導施設の維持や、新規施設の立地促進を実行していた
だけるよう働きかけ、誘導施設の充足割合の維持とさらなる向上を目指す。

都市政策課
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

政策分野６　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

Ｃ

戦略推進課

5

市民意識調査「富士山静岡空
港を活用したまちづくり」に
おける市民満足度

36.7 ％ 46.7 ％

4

ふじのくにフロンティア推進区
域における企業立地促進事業費
補助金交付件数（H30年度から
の累計）

Ｃ

内陸フロンティア推進課

6-1-3
新東名高速道路島田金谷イン
ターチェンジ周辺地区（ふじ
のくにフロンティア推進区
域）の開発整備を推進します

6-1-4
富士山静岡空港周辺プロジェ
クトを推進します

3 件

【主な取組内容・成果・要因】
　ハード面では、空港隣接地域賑わい空間創生事業による空港周辺地域の基盤整備等を着実に進めたこと、ソフト面では、空
港利用者の市内滞在時間の増加及び交流人口の拡大のために空港起点の市内周遊型イベントなどを実施したこと等が一定の評
価につながったものと考えられる。
　一方で空港利用者数はコロナ禍前と比較し、国内線は約９割を維持し、国際線においては約７割まで順調に回復してきたも
のの、来訪者の多くが早々に市外の目的地へ向かってしまうため、目標値到達には更なる市内への誘客を促すことが必要であ
る。
【今後の方向性】
　空港利用者の市内における滞在時間の増加及び交流人口の拡大のため、魅力あるコンテンツを発信するとともに、各拠点を
アクセスよく訪れるために二次交通の充実について空港運営事業者や県等に働きかけていく。

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は１件の交付を予定していたものの、企業側の都合により申請を先送りすることとなったが、これは立地を取止
める動きではない。
　その他、デベロッパーや静岡県企業立地推進課・東京事務所・大阪事務所、金融機関を通じて島田市に進出意向のある企業
に関する情報収集を行うとともに、県内へ立地に興味がある企業や仲介企業に対し企業誘致活動を行った。
　また、ふじのくにフロンティア推進区域への立地に関心がある企業を訪問し、企業動向や新たな投資、企業が抱える課題等
の状況を確認し、必要な情報共有や支援等を行った。
【今後の方向性】
　令和６年度の申請を見送った１件は翌年度申請予定であり、目標達成に向け、着実な立地を見込んでいる。
　島田市土地開発公社が開発する３地区の工業用地（牛尾山地区、牛尾地区、牛尾山東地区）への企業誘致を促進させるとと
もに、地区内で動きのある民間開発による企業立地に対しても支援を行い、企業立地件数・補助金交付件数を拡大していく。
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

政策分野６　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

基準値以上

橋57

施策の柱６-２　安全で快適な生活基盤を整える（生活道路・河川・公園・上下水道）　

【主な取組内容・成果・要因】
　道路（主に市道）に関する自治会要望の受付件数は、113件あり、うち90件完了した。
　目標の83％まで、件数で４件足りなかった。令和７年度へ継続となったものが11件あり、新設改良要望が４件、補修要望で
７件あった。継続となった理由として、隣接工事との調整により来年度に実施することになった案件や関係機関との調整に時
間を要した案件などがある。
【今後の方向性】
　新設改良要望の継続については、予算措置が必要な案件があるため、次年度への継続はやむを得ないと考えるが、補修要望
については、関係機関と調整を図り積極的に対応していくことで、次年度への継続案件を少なくする。

すぐやる課

83.0 ％ 80.0 ％

47.5 ％ 49.9
6-2
市民意識調査「住宅地の整備
や良質な住まいづくりの促
進」における市民満足度

％ 54.2 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　橋梁長寿命化工事及び水道管布設替工事等は計画的に進めているものの、経年劣化箇所の補修や埋設管の耐震化が主である
ため、工事完成後の効果が分かりづらく、事業効果と市民の評価に乖離があるものと考える。
【今後の方向性】
　今後も、橋梁・公園施設・上下水道管を始めとする公共インフラの整備・維持管理・耐震化等に要する予算確保等を効率的
に進め、優先度を考慮した計画を策定し、安全で快適な生活基盤を整えていきたい。

建設課

6

8

橋りょう長寿命化工事の実施
箇所数（R1年度からの累計） 18 橋

D

7

道路の新設改良・補修に対す
る自治会要望の対応率

Ｂ

6-2-1
生活道路を計画的に整備し、
適正な維持管理に努めます

6-2-2
河川・橋りょうを計画的に整
備し、適正な維持管理に努め
ます

49 橋

【主な取組内容・成果・要因】
　令和元年度から令和10年度までに行う予定となっている85橋の内、令和６年度時点で49橋が施工完了済みである。
（参考）令和元年度　12橋、令和２年度　６橋、令和３年度　12橋、令和４年度　９橋、令和５年度　６橋、
　　　　令和６年度　４橋　計49橋
　目標達成に向けて、計画的に進んでいる。
【今後の方向性】
　目標値に向けて計画的に進めているが、事業の進捗は国の補助金の内示率に影響を受けるため、国への要望活動の強化や補
助金の情報収集を行い、内示率100％を目指していく。
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この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

政策分野６　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

Ｃ

6-2-4
上下水道事業の安定的な運営
を図ります

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は集合住宅４棟の下水道接続もあり、新規接続が167戸となり、接続率が前年度より増え、79.6％となった。
　公共下水道整備を進めているため、当該めざそう値の分母が年々増加しており、新規接続者の増加がそのままめざそう値に
反映されないが、引き続き、整備済み区域内の方々への接続依頼を継続し、数値の増加に努めていきたい。
【今後の方向性】
　公共下水道事業の安定的な経営のため、公共下水道への接続を増加し、重要な財源となる下水道使用料収入を増額させるこ
とは最優先課題と考えている。このため、今後も整備済み区域内の方々への接続依頼を継続し、目標値の達成を目指す。

下水道課

建設課

45.0 ％

41 か所

11

公共下水道の供用開始区域内
における接続済み人口の割合 78.5 ％

か所 88 か所 Ａ

10

水道送水管総延長のうち耐震
適合性がある管の割合 28.4 ％

6-2-4
上下水道事業の安定的な運営
を図ります

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度においては、耐震化に係る工事延長1,660mを実施し耐震適合率53.8%を目指すとしていたが、実際には
1,071.7mを施工し、耐震適合率は45.0%となった。具体的な工事は下記のとおり。
・旧初土地改良区域内送水管布設替工事　L=254.2m
・海道１号線ほか4路線送水管布設替工事　L=467.5m
・向谷二丁目3号線ほか2路線送水管継手補強工事　L=350.0ｍ
　予定どおりできなかった要因として、施設の老朽化により事業費が増大したため、送水管の施工延長が計画どおりに伸びな
かった。
【今後の方向性】
　送水管・配水管等管路の更新にとどまらず、老朽化した施設や設備についても並行して更新する必要がある中で、状況の変
化に伴い更新の優先順位を見直すため、目論見通り管路の更新が進まないことがある。
　そのような状況でも、送水管の耐震適合率は年々向上しており、水道事業全体の耐震化の向上を着実に進めていくため管路
計画を逐次見直し延伸を図る。

水道課

59.0 ％ Ｃ

9

遊具やベンチなどの改修箇所
数（H30年度からの累計）

79.6 ％ 83.0 ％

6-2-3
親しみやすい公園緑地を適切
に管理運営します

【主な取組内容・成果・要因】
　長寿命化計画による更新は令和５年度で終了した。令和６年度は30万円以上50万円未満の修繕は４件実施した。
【今後の方向性】
　修繕工事費の予算が年々減額されていくが、経年劣化により劣化度は年々増加することから、公園利用者の安全確保のため
予算の確保に努めていく。
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施策と内容 所管課
グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

実績値
R6

政策分野６　ひと・地域を支える都市基盤が充実するまちづくり

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
基準値

（計画策定時）

建設課

14

「国道１号島田金谷バイパス旗指
IC-大代IC間の４車線化事業」及
び「国道473号金谷相良道路Ⅱ工
区整備事業」の整備率

6-3-2
広域幹線道路の整備促進を行
います

Ｃ

【主な取組内容・成果・要因】
　主要４路線の事業の整備を行ったが、年度目標の達成には至らなかった。主な要因としては、補助金・交付金の内示率低下
及び、物価高騰や人件費等のコストが上がったことによる、総事業費の増加によるものと考えられる。
【今後の方向性】
　引き続き、物価高騰等が懸念されるが、地権者には丁寧に説明をして、事業協力をお願いするとともに、目標を達成できる
ように事業進捗を図っていく。また、事業の進捗は国の補助金・交付金の内示率に影響を受けるため、国への要望活動の強化
や交付金の情報収集を行い、内示率100％を目指していく。

建設課

13

主要４路線の幹線道路整備率

63.2 ％ 100 ％ 100 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　市施工の主要４路線については、用地補償が完了した個所から工事を進めているが、全線開通のような目に見える形での進
捗にならなかったことから、市民評価に反映されなかったと考える。
　また、令和７年３月には国施工の国道１号島田金谷バイパスの旗指インターから大代インターまでの約４．３ｋｍの区間に
ついて４車線開通しており、今後の全線４車線化による事業効果に期待したい。
【今後の方向性】
　主要４路線については予算確保等事業推進に努め、国県施工事業については、積極的な要望活動を行い事業の着実な推進を
促し、地域と地域の活発な交流を支える道をつくっていきたい。

建設課

12
6-3
市民意識調査「主要な道路の
整備」における市民満足度

6-3-1
幹線道路の整備を推進します

28.0 ％ 60.0 ％ 99.0 ％

施策の柱６-３　地域と地域の活発な交流を支える道をつくる（幹線道路）　

Ａ

％ 52.0 ％46.2 ％ 45.3

【主な取組内容・成果・要因】
　国道1号島田金谷バイパス旗指IC～大代IC間の４車線化事業については令和７年３月７日に完成供用開始をした。
　国道473号金谷相良道路Ⅱ工区事業についても令和７年３月29日に完成供用開始をした。
【今後の方向性】
　国道1号島田金谷バイパス大代IC以西区間ついても引き続き整備促進要望を行う。
　国道473号地蔵峠Ⅱ工区事業について引き続き整備促進要望を行う。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

市民協働課

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

施策の柱７-１　みんなの協力でまちをつくる（市民協働）　

R6

70.9 ％

基準値
（計画策定時）

2

協働のまちづくり推進事業費
補助金交付事業実施件数 5 件

1

17 件

【主な取組内容・成果・要因】
　協働のまちづくり・地域主体のまちづくりを推進するため、市民活動センターの運営や、協働のまちづくり推進事業費補助
金交付事業等を実施した。また、平和に向けたまちづくりを推進するため、平和祈念式典において、実行委員として市内高校
生の採用や、高校生によるライブ配信を行い、若い世代への情報発信を行った。市民意識調査については、重要と回答した割
合が上がっているが、住民全体の市政への参加の意識が高まっているとは言い難い状況がうかがえる。
【今後の方向性】
　市民活動センター事業の充実、自治会と連携した地域課題への対応など、従来から行っている市民協働の施策について、引
き続き推進していくとともに、少子高齢化・人口減少などによる地域社会の変化に伴う諸問題に対応していくための新たな市
民協働の施策について研究し、取り組んでいく。

7-1
市民意識調査「住民の市政へ
の参加の推進」における重要
度

7-1-1
協働のまちづくりを推進しま
す

66.4 ％ 67.8 ％

市民協働課

【主な取組内容・成果・要因】
　補助金の交付を受けた８団体は、地域課題の解決や地域活性化を図るため、まちづくり活動に取り組んでいる。
　交付件数が減少した要因として、団体が、長年活動をすることで、補助に頼らない自主的な活動（団体の自走）をすること
ができるようになったことが考えられる。一方で、過去に交付を受けた団体が、高齢化やスタッフ不足などにより解散・縮小
し、活動を継続することが困難となっていることも要因の一つとして推測される。
【今後の方向性】
　まちづくりの推進を目的に活動しているが、補助金の交付を受けていない団体や活動を休止している団体に制度を広報し、
可能性のある事業の掘り起こしを図る。
　また、市民活動団体の自立や定着を促すため、事業の適正な審査を実施し、補助金の効果的な運用を図るとともに、補助金
の趣旨に沿った事業が展開されるよう、審査委員会での指摘事項を踏まえたルールの厳格化などを今後検討していく必要があ
る。

8 件 Ｃ

市民協働課

13 件 Ｃ

3

ガンバル自治会地域活動事業
実施件数

【主な取組内容・成果・要因】
　先進的な自治会活動への取り組みについての相談は年に数件あるが、事業を構築していく中で実施主体が自治会であること
が必ずしも効率的でない場合や無料のICTツールの活用による事業化などにより助成件数が増えていない。
【今後の方向性】
　少子高齢化や担い手不足など自治会活動に関しては課題も多く、従来的な自治会活動からの変革や先進的な自治会活動への
取り組みについては、今後も継続して助成していくことは必要である。

5 件 8 件

7-1-2
地域主体のまちづくりを推進
します

66.4 65.2 64.5
67.8

0
0

10

20

30

40

50

60

70

80

基準 R4 R5 R6 R7

実績

5

11
12

8

0

17

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

5

7 7
8 

0 

13

0

2

4

6

8

10

12

14

基準 R4 R5 R6 R7

実績 目標

この柱のみんなでめざそう値

基準値との評価

72



施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

202 人 基準値以上 D

市民協働課

【主な取組内容・成果・要因】
　例年８月に実施している「平和祈念式典」は、令和２年度以降、感染症対策や参加者の高齢化等を考慮し、規模を縮小して
開催しているため、目標値に満たない実績となったが、令和５年度と比較すると+23人の増となった。
　また、令和３年度から島田工業高校の協力で式典当日の様子を、市ホームページにてライブ配信（令和７年７月31日時点：
島田市公式アカウント451回再生）し、自宅からでも式典を視聴できるようしているほか、市内高校生に実行委員として参加
してもらい企画を考えてもらう等の活動を行っている。
【今後の方向性】
　令和７年度で終戦80年を迎え、戦争による犠牲者の遺族の高齢化も進んでいることもあり、単純に新型コロナ感染拡大以前
の開催形式に戻すだけではなく、式典への参加以外の手段も活用しながら、平和への意識向上に努めたい。
　また、幅広い世代に平和に向けたまちづくりが浸透するよう、高校生委員の活躍にも期待したい。

4

平和祈念式典参加者数 500 人

7-1-3
平和に向けたまちづくりを推
進します
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

財政課

45.3 ％

施策の柱７-２　安定的・継続的な市民目線の行財政運営を進める（行財政改革・人材育成・情報公開）　

6

職員提案件数（H30年度から
の累計） 294 件

5

Ｂ

【主な取組内容・成果・要因】
　令和５年度決算では経常収支比率が92.5％と前年度比0.8ポイント低下したが、市民満足度は基準値は超えたものの前年度
実績を下回った。経常収支比率の低下の主な原因は、こども医療などによる扶助費の増や病院会計繰出金などの補助費の増が
あったものの、分母となる普通交付税や地方税の増があり分母の伸びの方が大きかったための低下であると分析している。
　経常収支比率の低下の要因があったものの、年度末起債残が増となったことなどから、ご理解いただけなかったのではない
かと推測する。
【今後の方向性】
　　令和６年度決算では経常収支比率は95.1％と前年度比2.6ポイント上昇した。その原因は、物価高騰や人件費の上昇によ
るもので、歳入予算が増えない中での経常経費の伸びが、市民満足度への影響することを危惧している。第２次島田市総合計
画では、計画の着実な実現を図るため「選択と集中による効率的な施策・事業推進」「ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理・
評価」及び「健全で持続可能な市政運営」の考え方が示されているが、これを踏まえて財政運営上の基本方針として、次の３
項目を基本方針として掲げ、財政の効率化と健全化に努め、安定的、発展的な行財政運営に取り組んできた。今後は同様の取
り組みをさらに強力に進め、総合計画の実現に努めていく。
(1) 少子高齢化の進行に伴う人口・社会構造の変化及び人口減少時代を踏まえた予算編成を行う。
(2) 将来にわたり健全な財政運営を持続していくため、長期的な視点に立って財源の確保に努める。
(3) 限られた財源の中で、創意工夫をもって第２次島田市総合計画の着実な推進を図る。

45.5 ％ 基準値以上

7-2
市民意識調査「市の財政の健
全運営」における市民満足度

7-2-1
行財政改革を進めます

行政総務課

800 件

【主な取組内容・成果・要因】
　主な取組として、職員の自発的な提案を募集するための「１係（１担当）１提案の廃止」を実施し、新庁舎の働き方や新シ
ステムの利用方法等、多方面への応用や展開が期待できる内容をテーマとして設定した。提案から実現につながった案もあ
り、自発的な提案が効率的・効果的な行財政運営につながっていると考えている。限られた予算と人員で、複雑多様化する行
政ニーズに応えていくために、職員の創意工夫が必要であるため、累計の目標値（800件）に向け、今後も職員からの積極的
な提案を募集していく。
【今後の方向性】
　職員提案数は年々減少（令和４年度129件、令和５年度104件、令和６年度53件）しているため、募集期間や職員への周知
方法を見直し、職員が継続して業務改善に取り組める環境を整えていく。また、庁内で横展開出来たり、日々の業務に活かす
ことが出来るような取組を重要視していくとともに、提案した職員が正当に評価され、次に繋がるモチベーションが得られる
ような仕組みを検討していく。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

7-2-2
人材育成を推進し組織力を強
化します

【主な取組内容・成果・要因】
　年度当初に全ての研修の受講希望調査を行い受講機会の確保を図るとともに、研修の開催通知を送付する際に所属長から積
極的に推薦いただくよう促したり、過去の受講者の感想を添付した結果、基準値を上回った。しかし、特に３市合同研修では
応募者割合が低い研修があり、研修内容を見直すなど改善の余地がある。
【今後の方向性】
　引き続き、年度当初に公募研修の日程及び内容を周知するとともに受講希望者を募集することで、職員が研修に応募しやす
い環境を整える。また、職員に必要な能力やニーズを踏まえた研修を組み立てる。

人事課

78.3 ％ 75.3 ％ Ａ

8

市民意識調査「情報公開など
行政の透明性の向上」におけ
る市民満足度

7-2-3
開かれた市政を推進します

Ｂ

行政総務課

57.7

7

公募研修の応募者割合 66.7 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　会議の公開と会議録の公表制度について、附属機関等の会議数は77件であり、そのうち令和６年度において56件の会議を延
べ267回開催した。うち公開回数（一部公開を含む）は98回であった。昨年度と比較すると会議の開催数は13回増加したが、
公開回数（一部公開を含む）は５回減少した。
　公文書開示請求について、令和６年度の請求件数は67件となり、前年度と比較して４件増加した。請求件数は令和２年度ま
で増加傾向にあったが、令和３年度から公共工事に係る金入設計書の情報提供を開始したため、それ以降の請求件数は減少傾
向で推移している。
　パブリック・コメントの実施において、市の考え方や論点などを分かりやすく伝える概要資料を作成するよう、前年度に引
き続き実施課へ指導を行った。（令和６年度パブリック・コメント実施件数２件　うち提出意見なし１件）
【今後の方向性】
　市政に係る情報を市民が簡便に入手できるよう、今後も島田市公式ホームページや公式LINEを活用した積極的な情報提供を
行い、引き続き市政運営の透明性の向上を図る。
　パブリック・コメントについては、意見提出が同一人物に偏る傾向があるため、多様な市民の声を拾い上げ、計画や政策等
に反映させられるよう、制度運用の工夫が求められる。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

10

マイナンバーカード交付率 28.1 ％

7-2-5
デジタルの恩恵をすべての市
民に届けます

件 0 件0 件 A

DX推進課

9

情報システムにおける重大イ
ンシデントの発生件数（H30
年度からの累計）

90.0

7-2-4
行政情報システムの安定運
用・最適化に努めます

0

市民課

【主な取組内容・成果・要因】
　令和４年度に自治体マイナポイント事業（島田市わくわくマイナポイント事業）を実施、かつ交付件数の増加に応じて会計
年度任用職員の増員・窓口増設等適切な対応を行ったことから円滑に交付事務を遂行でき、令和６年度中に目標を達成でき
た。
【今後の方向性】
　マイナンバーカード取得自体任意であることから、これまで同様出張申請等を行っても大きく交付率は伸びることはないと
考える。ただし、電子証明書の更新が５年に一度あり、令和７年度以降更新件数の増加が想定されるため円滑に事務を遂行で
きるよう窓口体制を整備していく。

【主な取組内容・成果・要因】
　職員の情報リテラシー向上を目的として情報セキュリティに関する研修を実施した。
　災害時のデータ消失等に対する対策として、財務会計等一部のシステムについて、データがバックアップされた外部記録媒
体を月に一度各所属から預かり遠隔地へ保管を行っている。
　また、ウイルス対策ソフトによる常時監視、資産管理ソフトにより不正なプログラムをダウンロード出来ないよう制限を
行っている。現状どのようなネットワークウイルスが流行しているかを周知し、各職員が自己防衛できるよう掲示板等で定期
的に情報発信を行った。
　マイナンバー利用事務系端末における住民情報流出対策として、マイナンバー利用事務系ネットワーク、ＬＧＷＡＮ接続系
ネットワーク、マイナンバー利用事務系ネットワークの分割、マイナンバー利用事務系ネットワークで使用する端末において
二要素認証の導入を行っている。加えて、メールアドレスの流出を防ぐため、外部に送信するメールについては宛先が強制的
にＢＣＣとなるよう設定している。
【今後の方向性】
　今後もヒューマンエラーによる情報流出を防ぐため、導入ソフトの維持管理を行うとともに、職員の情報リテラシー向上を
目的とした研修を継続していく。また、日々多様化するネットワークウイルスやサイバー攻撃に対応するため、ウイルス対策
ソフトや資産管理ソフトについて最新の状態に更新を行っていく。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

Ｄ

【主な取組内容・成果・要因】
　大井川鐵道川根温泉笹間渡駅～千頭間が不通となっているため、トーマスフェアを新金谷会場のみで実施したことが実績値
が伸びなかった要因である。そのような状況にあっても、ＳＬやきかんしゃトーマス号などの運行により、高い集客力を持つ
大井川鐵道を関連付け、周辺における食・体験・自然・癒しなどの地域資源を活用したニューツーリズムを広域連携で推進し
た。メディアを利用した宣伝事業、首都圏・中京圏で開催される大型イベントへの出展などのプロモーション事業や、大井川
鐵道沿線における活性化イベントの開催等を通し、大井川流域全体の回遊促進を図った。
【今後の方向性】
　大井川ニューツーリズム事業に関しては、静岡市、島田市、川根本町が連携し、奥大井まで含めた大井川流域において、豊
かな自然環境を効果的に活用したイベント開催やプロモーションを実施し、広域的なニューツーリズムの推進により交流人口
拡大を図る。また、観光だけでなく様々な分野において、しずおか中部連携中枢都市圏５市２町が連携し、それぞれが持つ力
の総和以上の総合力を発揮することにより、人口減少等、共通して抱える大きな課題に立ち向かい、圏域一体的な発展を目指
す。

戦略推進課

85,683 人

11

7-3
市民意識調査「周辺市町との
連携によるまちづくりの推
進」における市民満足度

12

「しずおか中部連携中枢都市圏ビジョ
ン」のうち島田市主体事業における成果
指標「大井川ニューツーリズムイベント
参加者数」

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は37事業について県中部地域５市２町で連携して事業を展開した。島田市では４事業に対し、静岡市に措置され
る普通交付税を活用して事業実施した。周辺市町との連携によるまちづくりに対する市民満足度の向上を図り、基準値と比
べ、2.6ポイント上昇した。
・大井川流域ニューツーリズム推進事業（負担金：11,250,000円）
・ＪＲ駅前等賑わい創出事業（負担金：9,884,747円）
・若者就職促進事業（負担金：4,750,000円）
・【新規】起業・創業支援事業（負担金：900,000円）
・共通電子申請サービス利用事業（負担金：2,019,600円）
【今後の方向性】
　引き続き５市２町で連携して事業を展開するとともに、さらに多様な分野で連携し、効率的・効果的に取り組むことで、地
域の活性化につなげる。
　令和７年度は島田市で全国から地紅茶ファンが集まる「第23回全国紅茶サミット」が開催される。当サミットの開催に併
せ、５市２町の地紅茶を使用した商品の紹介や飲食の提供を行うイベントを同時開催することで圏域のお茶を含めた地紅茶を
PRする。

戦略推進課

46.4 ％ 53.9 ％

7-3-1
近隣市町と連携した広域行政
を推進します

140,000 人

49.0 ％

52,000 人

施策の柱７-３　都市間連携による地域の活性化を進める（広域連携）　
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

Ａ

文化振興課
7-3-2
国内外の交流都市との交流・
連携を推進します

13

島田市国際交流協会の会員数 口355321 口 372 口

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度は島田市国際交流協会設立10周年記念事業として、「国際交流フェスティバル」などが規模を拡大して行われ
た。とりわけ「フレンドシップパーティ」では、外国人住民と地域に住む日本人合わせて750人ほどが集まり、異文化体験が
できる交流の場を創出した。協会が姉妹都市等との交流にとどまらず、多文化共生事業も展開していることが、その存在意義
を高め、会員数の増に繋がっていると考えられる。
　また、令和6年度に初めてブリエンツ町へ学生派遣を行い、未来を担う若者へ協会の魅力を発信している。
【今後の方向性】
　現在３か国（米国、モンゴル国、ブリエンツ町）へ学生派遣、２か国の学生受入れを行っているが、協会の予算も限られ、
事務局の業務量負担が大きい中で、毎年同様の相互派遣は難しく、複数年で計画的に実施する協議を進めていけるか、協会の
課題となっている。
　また、「日本語教室」などの多文化共生事業についても、市民ボランティアと交流ができるよう、市と連携して進めていく
必要がある。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

25,000円／人以下

施策の柱７-４　公共施設を賢く持って、賢く使う（公共施設の保全・再編・利活用）　

資産活用課

400 人 C

16

公共施設管理運営費の市民１
人当たりの負担額

7-4-2
公共施設を効率的に整備・運
営します

22,672

資産活用課

44.3 ％ 50.0 ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年度においては、庁内における公共施設マネジメントの推進を主な取り組みとして実施したため、市民満足度の向上
には至りませんでした。しかし、学校跡地利活用事業においては、旧伊太小学校の譲渡に向けた議案の議決、旧神座小学校の
優先交渉権者の決定など、市民の関心が高い事項において広く認知されており、満足度は昨年度と同程度を維持することがで
きた。
【今後の方向性】
　学校再編等の進展に伴い生じる遊休資産の利活用などを通して、公共施設の質・量・管理費の適正化に向けた取り組みの具
現化を図り、認知度をさらに高め、公共施設の課題についてより多くの市民が自分事として考える環境を醸成したい。

7-4
市民意識調査「公共施設の
質・量・管理費の適正化」に
おける市民満足度

D

資産活用課

45 人

48.8 ％

15 【主な取組内容・成果・要因】
　公共施設の評価と再編方針案の策定を進めている。このプロセスにおいては、ステークホルダーとの合意形成が極めて重要
であり、まずは庁内での合意形成に注力し、内部の意見を統一することから取り組んでいく。
【今後の方向性】
　地域住民との対話の場を積極的に設け、多くの方々の声を基に、公共施設のあるべき姿について一緒に考え、取り組んでい
く。

公共施設のあり方に関する行政と
の対話の場に参加した市民の延べ
人数（R4年度からの累計）

7-4-1
公共施設のあり方の検討を進
めます

14

29,448 円／人円／人

― 人

【主な取組内容・成果・要因】
　基準値算定時点において燃料費等が一部算入されていなかったため、公共施設の管理運営に関する費用を令和４年度より改
めて抽出しなおした結果、目標値に比べて大幅に増加したものである。
　その他の要因としては、①人口減少による分母の縮小（R4：96,130人→ R6：94,270人）、②使用料収入の減少（R4調定
額：約218,243千円 → R6調定額：約209,992千円）③光熱水費、人件費の増加、物価高による支出の増加等が挙げられる。
【今後の方向性】
　特殊な設備の保守点検や更新にかかる費用の増加が今後も見込まれることを踏まえ、包括施設管理委託方式による施設の品
質向上を通して突発的な支出の抑制につなげるといった取組を継続し、１人当たり負担額の上昇の抑制に努める。
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施策と内容 所管課

政策分野７　人口減少社会に挑戦する経営改革

№
めざそう値　指標 目標値（めざそう値） 進捗率に

基づく評価
実績値

グラフR7

主な取組内容・成果・要因・今後の方向性

R6
基準値

（計画策定時）

17

18

利活用可能な低・未利用資産の
うち利活用又は処分した面積の
割合（R3年度からの累計）

― ％

【主な取組内容・成果・要因】
　令和６年３月末で閉校となった北部四小学校が普通財産となり、資産活用課へ移管された。学校施設であり面積が大きいた
め、達成率は大きく減少した。その他、長らく普通財産となっていた本通五丁目・本通六丁目市有地は令和６年度売却した。
【今後の方向性】
　旧伊太小学校及び旧神座小学校については、令和６年度中に優先交渉権者を決定したため令和７年度中の利活用に向けた協
議を加速していくことなる。旧伊久美小学校については、庁内での活用希望があるため庁内調整を行う。
　その他の財産についても、売却・貸付問わず利活用できるよう民間事業者のニーズに可能な限り合わせられるよう検討す
る。

7-4-4
公的不動産を戦略的に管理・
活用します

― ％

7-4-3
新庁舎の建設を推進します

【主な取組内容・成果・要因】
　令和３年８月に着手した新庁舎建設工事（旧庁舎解体工事は除く）は、約２年の歳月をかけ令和５年８月末に新庁舎が完成
し、令和５年９月24日に竣工式を行った。また、令和５年10月10日に新庁舎が開庁し、10月16日までに全部署で業務を開始
した。令和７年３月21日に庁舎駐車場が完成したことによりグランドオープンを果たし庁舎建設事業はすべて完了した。
【今後の方向性】
　建設工事が完了したことから適正に維持管理を行うよう努めていく。

新庁舎建設事業の進捗率 100.0

資産活用課
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